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発刊にあたって

　独立行政法人水産総合研究センター（以下，水研センター）が，平成13年4月に独立行政法人として
発足して以来，本年4月で丸6年が経過いたしました。この間，認可法人海洋水産資源開発センター及
び社団法人日本栽培漁業協会の業務を継承し，さらに18年4月には独立行政法人さけ・ます資源管理セ
ンターと統合するなど，まさに日本の水産に関する総合的な研究開発機関となり，非特定の独立行政法
人として，第2期中期目標期間（平成18年度～平成22年度）をスタートしております。
　第2期の中期計画においては，例えば確立した技術は公立試験研究機関へ移行するとともに，さけま
す関係の業務についてはふ化放流を個体群維持を目的とするものに特化する一方で，外洋域と一体とな
ったさけます研究を強化しており，また，海洋水産資源開発業務は漁船漁業の経営安定に資する業務へ
の転換を進めるなど選択と集中を図っております。研究開発の重点は，一つは増養殖技術など水産物の
安定的供給のための研究開発，二つ目には省エネ省コスト漁業技術やトレーサビリティーなど水産業の
健全な発展と安全・安心な水産物供給のための研究開発，三つ目は基礎的・先導的研究開発とモニタリ
ング，の3本柱とし，水産基本法の基本理念の実現，そして平成19年3月20日に閣議決定された新たな
水産基本計画の推進に研究開発の側面から貢献するため，日夜努力を続けております。
　今般，この第2期の初年度を振り返り，水研センターの業務全般，特に研究開発等の成果や社会活動
を皆さまにわかりやすい形でお示しするため，「平成18年度水産総合研究センター年報」を刊行いたし
ました。水研センターをご存じなかった方には，まず私たちの取り組みと成果に関心を持っていただく
ため，また，ご存じの方にはさらに深く知っていただくための一助にしていただければ幸いです。
　今後とも私たちは皆さまとのコミュニケーションを通じて，社会に貢献する水産の研究開発等に取り
組んで参りますので，水研センターへの応援をよろしくお願い申し上げます。

平成19年11月　
独立行政法人　水産総合研究センター　

理事長　川　口　恭　一　 



水産総合研究センター年報

１．平成18年度の業務実績 …………………………………………………………………………………… 1

第１　業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置　………………………………… 1

　１　効率的・効果的な評価システムの確立と反映　…………………………………………………… 1

　　⑴　事務事業評価　……………………………………………………………………………………… 1

　　⑵　個人業績評価　……………………………………………………………………………………… 2

　2　資金等の効率的利用及び充実・高度化　…………………………………………………………… 3

　　⑴　資金　………………………………………………………………………………………………… 3

　　⑵　施設・整備　………………………………………………………………………………………… 4

　　⑶　組織　………………………………………………………………………………………………… 5

　　⑷　職員の資質向上及び人材育成　…………………………………………………………………… 5

　3　研究開発支援部門の効率化及び充実・高度化　…………………………………………………… 5

　　⑴　管理事務業務の効率化，高度化　………………………………………………………………… 5

　　⑵　アウトソーシングの促進　………………………………………………………………………… 6

　　⑶　調査船の効率的運用　……………………………………………………………………………… 6

　４　産学官連携，協力の促進・強化　…………………………………………………………………… 7

　5　国際機関等との連携の促進・強化　…………………………………………………………………11

第2　国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する

　　　　目標を達成するためとるべき措置　………………………………………………………………13

　１　効率的かつ効果的な研究開発等を進めるための配慮事項　………………………………………13

　　⑴　研究開発業務の重点化　……………………………………………………………………………13

　　⑵　海洋水産資源開発事業の見直し　…………………………………………………………………13

　　⑶　さけ類及びます類のふ化及び放流事業の見直し　………………………………………………13

　2　研究開発等の重点的推進　……………………………………………………………………………13

　　⑴　水産物の安定供給確保のための研究開発　………………………………………………………13

　　　ア．水産資源の持続的利用のための管理技術の開発　……………………………………………13

　　　イ．水産生物の効率的・安定的な増養殖技術の開発　……………………………………………14

　　　ウ．水産生物の生育環境の管理・保全技術の開発　………………………………………………15

　　⑵　水産業の健全な発展と安全・安心な水産物供給のための研究開発　…………………………30

　　⑶　研究開発の基盤となる基礎的・先導的研究開発及びモニタリング等　………………………33

　3　行政との連携　…………………………………………………………………………………………36

　4　成果の公表，普及・利活用の促進　…………………………………………………………………36

　　⑴　国民との双方向コミュニケーションの確保　……………………………………………………36

　　⑵　成果の利活用の促進　………………………………………………………………………………36

　　⑶　成果の公表と広報　…………………………………………………………………………………36

　　⑷　知的財産権等の取得と利活用の促進　……………………………………………………………36



　5　専門分野を活かしたその他の社会貢献　………………………………………………………………42

　　⑴　分析及び鑑定　…………………………………………………………………………………………42

　　⑵　講習，研修等　…………………………………………………………………………………………42

　　⑶　国際機関，学会等への協力　…………………………………………………………………………42

　　⑷　各種委員会等　…………………………………………………………………………………………42

　　⑸　水産に関する総合的研究開発機関としてのイニシアティブの発揮　……………………………42

　　⑹　「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に

　　　　　関する法律」（カルタヘナ法）への対応　 ………………………………………………………43

第3　予算（人件費の見積もりを含む。），収支計画及び資金計画（決算）　 ……………………………48

　１　経費（受託経費及び一般管理費）節減に係る取り組み　……………………………………………48

　２　施設整備計画………………………………………………………………………………………………48

第4　その他主務省令で定める業務運営に関する事項　……………………………………………………51

　１　施設及び船舶整備に関する計画　………………………………………………………………………51

　2　職員の人事に関する計画　………………………………………………………………………………51

　　⑴　人員計画等　……………………………………………………………………………………………51

　　⑵　人材の確保　……………………………………………………………………………………………51

　3　積立金の処分に関する事項　……………………………………………………………………………51

　4　情報の公開と保護　………………………………………………………………………………………51

　5　環境・安全管理の推進　…………………………………………………………………………………51

その他（中期計画に記載された事項以外の業績）　 …………………………………………………………51

2．資料　…………………………………………………………………………………………………………53

　１　論文一覧　…………………………………………………………………………………………………53

　2　公表されるべき事項（独立行政法人水産総合研究センターの役職員

　　の報酬・給与等について）　 ………………………………………………………………………………74



─ 1 ─

第1　業務運営の効率化に関する目標を達成す
るためとるべき措置

１　効率的・効果的な評価システムの確立と反映

　⑴　事務事業評価

ア．センターの業務運営に関する評価
•17年度及び第1期の中期目標期間の業務実

績について，外部委員を加えた評価会議に
おいて（表1），自己評価を実施し，改善
を要する評価結果へのフォローアップ及び
外部委員の指摘に対する対応方針の整理を
行う等，評価結果をホームページで公表す
るとともに，業務運営に反映しました。

•これに加え，農林水産省独立行政法人評価
委員会の17年度及び第1期中期目標期間の
評価結果（総合評価及び各項目とも，すべ
てA評価）や委員の指摘についても，理事
会，経営企画会議等におけるセンター業務
運営方針や業務改善等の検討に活用しまし
た。

•さらに，さけ・ます資源管理センターとの
統合を踏まえ，新たな評価システムを構築
し，評価会議数の削減及び評価作業の効率
化・高度化を図りました。

イ．研究開発等の課題評価

•18年度の研究開発等の課題について，新た
な評価システムの下で外部委員を加えた小
課題評価会議及び中課題進行管理者によっ
て課題評価を実施しました（表1）。課題
評価に当たっては，従来の研究開発等の評
価基準を見直し，成果の質やその社会的貢
献との関係を評価に反映できる指標とし
て，アウトカム指標を導入しました。

•主要な成果の普及・利用状況の把握，研究
開発等に係わる資源の投入と得られた成果
の分析を行うため，当センターの第1期に
おける主要な成果を紹介した冊子「第1期
の道程」の一般配布，成果発表会，長崎，
鳥取における地域水産加工技術セミナー，
水産業関係研究開発推進会議などの活動を
通じ，地方自治体，研究機関，関係団体の
みならず，一般消費者や学生との間で意見
交換やアンケートを実施し，双方向コミュ
ニケーションを図りました。

•第2期の課題設定にあたり，評価結果等を
反映した課題の選定及び資源の重点化等を
行うとともに，独立行政法人評価委員会の
指摘等を業務運営に反映させ，ホームペー
ジで公表しました。

1．平成18年度の業務実績

会議名 研究所等 研　究　部　等 外部委員
人　　数 開催日

センター機関評価
会議 本部 8 H18. 6.12

業務運営評価担当
者会議 本部 2

（アドバイザー） H19. 3.23

小課題評価会議

北海道区水産
研究所

亜寒帯漁業資源部 2 H19. 2. 7
亜寒帯海洋環境部 2 H19. 2. 7
海区水産業研究部 2 H19. 2.16

東北区水産研
究所

混合域海洋環境部 1 H19. 2.19
海区水産業研究部 2 H19. 2.22
八戸支所 2 H19. 2.21

中央水産研究
所

水産経済部 1 H19. 2. 9
海洋生産部 2 H19. 2. 8
資源評価部 2 H19. 2. 9
浅海増殖部 2 H19. 2. 6
内水面研究部 2 H19. 2. 2
利用加工部 2 H19. 2. 7
水産遺伝子解析センター 2 H19. 2. 6

日本海区水産
研究所

日本海漁業資源部 1 H19. 2.15
日本海海洋環境部 1 H19. 2. 9
海区水産業研究部 1 H19. 2. 8

表1　水研センター評価会議開催状況
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小課題評価会議

遠洋水産研究
所

熱帯性まぐろ資源部・温帯性まぐろ資源部 1 H19. 2.14
海洋研究グループ 1 H19. 2. 8
外洋資源部 1 H19. 2.16

瀬戸内海区水
産研究所

生産環境部 2 H19. 2.14
赤潮環境部 1 H19. 2.27
化学環境部 1 H19. 2.22
栽培資源部 2 H19. 2. 7

西海区水産研
究所

東シナ海漁業資源部 1 H19. 2. 6
東シナ海海洋環境部 1 H19. 2. 7
海区水産業研究部 1 H19. 1.26
石垣支所 1 H19. 2. 1

養殖研究所

生産技術部 1 H19. 2.20
生産システム部　飼餌料研究グループ 1 H19. 2. 9
生産システム部　増養殖システム研究グループ 1 H19. 2. 9
病害防除部

1 H19. 2.13魚病診断・研修センター
札幌魚病診断・研修センター
栽培技術開発センター 1 H19. 2. 7

水産工学研究
所

水産土木工学部 2 H19. 2.14
漁業生産工学部 2 H19. 2.16
水産情報工学部 2 H19. 2.15

さけますセン
ター さけます研究部 4 H19. 2.22

開発調査セン
ター

底魚・頭足類開発調査グループ 4 H19. 2.21
浮魚類開発調査グループ 3 H19. 2.20
資源管理開発調査グループ 3 H19. 2.28

栽培漁業セン
ター 3 H19. 2.15

⑵　個人業績評価

ア．研究職，調査技術職の個人業績評価をベー
スとした研究資源配分等の重点化方策につい
て調査・検討を行いました。研究職について
は研究職員業績評価委員会において業績評価
を実施，その結果を基に研究管理職の賞与処
遇に反映させました。また，研究職と調査技
術職についてより一層の融合を図るため，19

年4月を目指し職種の統合を検討し，その結
果を踏まえ，新たな職種（研究開発職）の業
績評価を検討しました。

イ．一般職についても管理職を対象に，国家公
務員に係る状況を参考にして，組織の活性化
と実績の向上を指標とした新たな評価システ
ムの導入に向け試行を行いました。

会議名 研究所等 研　究　部　等 外部委員
人　　数 開催日
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　表2　競争的資金獲得状況

所　　管 制　　度
平成18年度
獲得予算額

農林水産省 先端技術を活用した農林水産研究高度化事業 401 

（独）農業・食品産業技術総合研究機構
新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業 24 
生物系産業創出のための異分野融合研究 4 

文部科学省
科学技術振興調整費 25 
科学研究費補助金 51 

環境省 地球環境研究総合推進費 19 
合  　　　　　　計 524 

図１　平成18年度研究関係費の内訳，単位：億円

指標とした競争的環境の醸成を進めまし
た。

イ．外部資金
•農林水産省の委託プロジェクト研究や高度

化事業等，文部科学省の科学研究費補助
金，環境省の地球環境研究総合推進費や地
球環境保全等試験研究費等の競争的研究資
金に積極的に応募し，課題が採択されまし
た（表2，図1）。

•外部資金を適正に使用する環境を整備する
取り組みの一環として「研究活動の不正行
為への対応に関する規程」を整備するな
ど，公的研究費の不正使用等の防止に関す
る取り組みを進めました。

2　資金等の効率的利用及び充実・高度化

　⑴　資金

ア．運営費交付金
•研究資源の重点配分等，競争的環境の醸成

を進めるため，中期目標・計画に基づき，
一般研究課題の内部公募を行い，中課題ご
との研究開発項目の達成に向け，新たに設
置した重点領域・大課題・中課題進行管理
者及び本部企画部門により精査を行い，課
題の採択を行いました。

•プロジェクト研究課題のうち継続課題につ
いては，各推進会議における評価と中期計
画の中での位置づけを明確にし，外部評価
委員による評価を経て予算配分を決定する
など，中期計画実施に求められる貢献度を

単位：百万円
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　　表3　水研センター施設，機械の外部機関の利用状況（件数）

施　設

研究所等名 国（独法） 大学（教育機関） 都道府県 民　　間 海　　外 合　　計
北海道区水産研究所 2 1 3 
東北区水産研究所 3 3 
中央水産研究所 9 9 
日本海区水産研究所 1 1 
遠洋水産研究所 　
瀬戸内海区水産研究所 　
西海区水産研究所 2 12 1 15 
養殖研究所 　
水産工学研究所 10 1 4 15 
さけますセンター 1 8 9 
開発調査センター 　
栽培漁業センター 22 6 9 37 

合　　計 2 60 8 21 1 92 

機　械
研究所等名 国（独法） 大学（教育機関） 都道府県 民　　間 海　　外 合　　計

北海道区水産研究所 1 　 　 1 
東北区水産研究所 2 2 1 2 7 
中央水産研究所 5 4 2 11 
日本海区水産研究所 　 　
遠洋水産研究所 　
瀬戸内海区水産研究所 　
西海区水産研究所 　 　 　 　
養殖研究所 　
水産工学研究所 　 　 　 　
さけますセンター 　 　 　
開発調査センター 　
栽培漁業センター 13 3 3 19 

合　　計 1 20 9 6 2 38 

　　　ウ．自己収入の安定的な確保
•研究開発に伴って得られた漁獲物について

は市場，組合及び問屋等への販売委託契約
によって売り払いを適切に行い，また，適
正な陸揚港の選択や漁獲物の品質向上にも
取り組み，自己収入の確保に努めました。

　⑵　施設・整備

ア．第2期中期計画中の施設整備5ヵ年計画に
基づき，水産工学研究所における干潟環境実
験設備等の整備を行いました。船舶について
は，外航を行う俊鷹丸及び北光丸が国際航海
船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関す
る法律に基づく船舶保安検査を受け合格しま
した。

イ．施設及び機械に関しては，オープンラボの
ための利用計画の作成や各研究所等の利用状
況の把握に努め，法人内相互利用による効率
化を図りました。オープンラボ等をホームペ
ージで掲載し，他法人，地方公共団体，公立
試験研究機関，大学等外部の利用を促進した
結果130件の外部利用が行われました（表
3）。機器についても，一層の効率的利用を
図るため，その活用状況調査を実施し，機器
整備の考え方を含め改善方策を検討しまし
た。また，土地，施設，船舶等減損会計対象
資産について調査を実施しましたが，電話加
入権を除く全ての対象資産について遊休化な
ど減損の兆候は見られず有効に運用されてい
ました。
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　⑶　組織

•本部においては，コーディネーター制度を導
入し，様々なニーズに対応し得る体制を整え
ました。また，総合企画部を経営企画部に改
組して経営企画室を新設するとともに広報課
を広報室に改組，また，業務企画部の設置，
研究調査部と栽培漁業部を統合し業務推進部
を設置するなど，一元化を行いました。

•研究所の企画連絡室・企画連絡科及び総務課
の体制を統合し，業務推進課及び業務管理課
で構成される業務推進部を設置しました。

•栽培漁業センター等における事務及び事業に
ついては，北海道，瀬戸内海，沖縄にある法
人内組織及び増養殖分野について先行的に見
直しを行い，厚岸栽培漁業センターを北海道
区水産研究所に，伯方島栽培漁業センター，
百島栽培漁業センターを瀬戸内海区水産研究
所に，八重山栽培漁業センターを西海区水産
研究所石垣支所に，上浦栽培漁業センター，
古満目栽培漁業センターを養殖研究所にそれ
ぞれ統合しました。

•さけ・ます資源管理センターにおいて資源増
大を目的とするふ化放流事業を実施していた
計根別，敷生及び知内の3事業所の施設を北
海道庁へ移管し（国有財産の売却），これら
3事業所が行っていた2,900万尾のサケ稚魚
ふ化放流業務については，北海道の放流計画
に基づき事業を実施する各地区の民間増殖団
体に移行しました。また，事務及び事業の効
率化の観点から支所・事業所の体制見直しを
行い，従来の6支所を廃止，15事業所体制に
移行しました。

•さけ・ます資源管理センターの本所及び支所
の管理部門の合理化・見直しを行い，管理部
門の業務を本所に一元化するとともに，水産
庁等の他機関，センターの他部門との人事交
流等により業務に見合った適正な規模に縮小
しました。

•本州におけるさけ類及びます類のふ化及び放
流に係る研究開発や技術の普及に資するた
め，日本海区水産研究所及び東北区水産研究
所の業務推進部に調査普及課を設置し人員を
配置したほか，さけ類及びます類その他冷水
性水産生物に関する魚病診断業務の強化を図
るため，札幌魚病診断・研修センターを養殖
研究所の一組織として，札幌に設置しまし
た。

　⑷　職員の資質向上及び人材育成

•研究職及び調査技術職については，社会的要
請等を反映した研究課題の重点化等に随時，
臨機応変に対応できるよう若手研究者や研究
管理職等のライフステージに沿った人材育成
プログラムを策定し，組織内研修など早期に
実現可能なものから試行を行いました。

•研究支援部門等については，社会的要請等を
反映した研究開発を積極的に推進するため，
総務課と企画連絡室を一元化，新たに業務推
進部とし，業務推進課と業務管理課体制とす
ることにより，一般職の企画部門への配置等
を推進するとともに，業務の質，幅の拡充に
対応できるよう，企画調整や広報・情報管理
等の多様なニーズに沿った人材育成プログラ
ムを策定しました。　

•研究職及び調査技術職については，競争的意
識の向上を図るべく，管理職に対する個人業
績評価結果の処遇への反映を実施し，管理職
以外に対しても評価の反映手法について検討
しました。

•国家公務員採用試験合格者からの採用，選考
採用及び任期付研究員採用など多様な採用制
度を活用したキャリアパスの開拓，国，都道
府県，他独法，民間など他機関との人事交流
や統合メリットを活かしての，さけますセン
ターを中心に組織内の部門間人事交流を積極
的に行いました。

•職員の資質向上を図るため，研究所の経理担
当者を本部経理課における実地研修に参加さ
せました。また，学位取得を進めるため，社
会人大学院制度等の活用について経費や休暇
等について検討を行いました。

3　研究開発支援部門の効率化及び充実・高度化

　⑴　管理事務業務の効率化，高度化

•統合メリットを活かした管理事務の効率化の
一環として，人事課，労務対策室を設置し業
務の明確化を図りました。また，経理課にお
いては，出納係を経理係に集約し，重複業務
の整理及び効率化を図りました。

•各研究所等の業務管理担当者及び一般職員か
らの要望事項を整理し，センター全体の管理
事務業務の効率化を推進するための検討を行
い，計画を策定しました。そのうち本年度は
会計システムについて専用端末機からの事務
処理を，各自のパソコンからできるように
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　　　　　　　　　　表5　調査航海数及び多目的調査航海数

区　　　　　分 調　査　航　海　数 多目的調査航海数
水産庁船          10          1
水産総合研究センター船         150         67
公庁船（用船）          19          0
民間船（用船）          21          0
開発調査センター（用船）          18          0

総　　　計         218         68

し，事務処理を可能としました。また，本部
及び各研究所間でメインサーバーとの随時接
続が可能となり，データの同時閲覧や共有性
が高まるなど業務の効率化，高度化を図りま
した。旅費の支払いについても同様な対応を
計画し19年度の実施を予定しています。

•さけ・ます資源管理センターとの統合に係る
管理業務の効率化，集約化により，支払い，
決算事務，500万円以上の購入契約，給与支
払い及び職員の人事管理について，本部に一
元化しました。また，決済手続き等の事務の
簡素化を進め，さけますセンター本所管理事
務部門を9名（前年度17名）に縮小しまし

た。
•技術専門職の業務における施設点検等の業務

をアウトソーシングにより1名を他職種にシ
フトし，要員の合理化を実施しました。ま
た，他の技術専門職についても引き続き検討
を行いました。

　⑵　アウトソーシングの促進

•微生物等の同定・査定，サンプルの処理・分
析，軽微なデータの集計・入力・解析，潜水
調査，電気工作物等の保守管理の業務等につ
いては，コスト比較を行い，安価で良質なサ
ービスが受けられる場合には，極力アウトソ
ーソングを行いました（表4）。

研究所等名
外　　　注　　　業　　　務

施設設備
保守管理 庁舎清掃 庁舎警備 健康衛生 産業廃棄物

処理 その他 研究開発等 合　計

本部 3 1 1 1 5 11 
北海道区水産研究所 3 1 1 1 1 84 91 
東北区水産研究所 2 2 2 2 2 1 24 35 
中央水産研究所 10 1 3 1 5 45 65 
日本海区水産研究所 1 1 1 1 21 25 
遠洋水産研究所 1 1 1 1 34 38 
瀬戸内海区水産研究所 3 2 2 1 1 1 39 49 
西海区水産研究所 2 2 2 1 2 56 65 
養殖研究所 2 2 1 2 19 26 
水産工学研究所 1 1 1 4 7 
さけますセンター 15 2 2 1 6 2 28 
開発調査センター  4 4 
栽培漁業センター 12 7 10 3 35 67 

合　計 55 13 22 12 25 17 367 511 

　⑶　調査船の効率的運用

•調査船の調査計画及び運航計画を一元的に行
うため船舶管理課を新設し，効率的な運航計
画を作成し，可能な限り共同調査及び多目的
調査の実施に努めました（表5）。また，資
源調査等の実施に当たり，水産庁漁業調査船

と連携した調査テーマを協議し，調査船調査
計画を作成するなど，連携を図りました。

•中長期的観点から調査船体制の構築に関する
検討チーム及び管理運用体制改革ワーキング
グループを設置して船舶及び乗組員配置等の
見直し方針を作成しました。

表4　アウトソーシングの状況（件数）
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連携大学院と称号 所　　属 氏　名 開始時

東
京
海
洋
大
学
大
学
院

海洋科学技術研究科 教　授 中央水産研究所　資源評価部 赤嶺　達郎 H14～
海洋科学技術研究科 教　授 中央水産研究所　資源評価部 大関　芳沖 H14～
海洋科学技術研究科 教　授 中央水産研究所　資源評価部 清水　昭男 H18～
海洋科学技術研究科 教　授 中央水産研究所　利用加工部 山下　倫明 H 8～
海洋科学技術研究科 教　授 中央水産研究所　利用加工部 斎藤　洋昭 H18～
海洋科学技術研究科 助教授 中央水産研究所　浅海増殖部 青野　英明 H12～
海洋科学技術研究科 助教授 中央水産研究所　内水面研究部 箱山　　洋 H17～
海洋科学技術研究科 教　授 中央水産研究所　内水面研究部 片野　　修 H17～
海洋科学技術研究科 教　授 養殖研究所　生産技術部 黒川　忠英 H17～
海洋科学技術研究科 助教授 養殖研究所　生産技術部 玄　浩一郎 H17～
海洋科学技術研究科 教　授 水産工学研究所　水産土木工学部 桑原　久実 H18～
海洋科学技術研究科 教　授 水産工学研究所　水産情報工学部 澤田　浩一 H18～

東
京
大
学

大
学
院

農学生命科学研究科 助教授 中央水産研究所　利用加工部 山下　倫明 H11～

長
崎
大
学

大
学
院

生物科学研究科 教　授 西海区水産研究所　東シナ海漁業資源部 檜山　義明 H13～
生物科学研究科 教　授 西海区水産研究所　東シナ海漁業資源部 塚本　洋一 H18～
生物科学研究科 助教授 西海区水産研究所　東シナ海漁業資源部 大下　誠二 H18～
生物科学研究科 教　授 西海区水産研究所　東シナ海海洋環境部 田中　勝久 H17～
生物科学研究科 教　授 西海区水産研究所　石垣支所 加藤　雅也 H13～
生物科学研究科 助教授 西海区水産研究所　石垣支所 林原　　毅 H17～

高
知
大
学

大
学
院

黒潮圏海洋科学研究科 助教授 遠洋水産研究所　温帯性まぐろ資源部 田邉　智唯 H16～

黒潮圏海洋科学研究科 助教授 遠洋水産研究所　外洋資源部 一井　太郎 H16～

三
重
大
学

大
学
院

生物資源学研究科 教　授 養殖研究所　生産技術部 荒木　和男 H18～

生物資源学研究科 教　授 養殖研究所　生産技術部 小林　　亨 H18～

生物資源学研究科 助教授 養殖研究所　生産システム部 山本　剛史 H18～

4　産学官連携，協力の促進・強化

•水産物や水産業に関する調査研究を積極的に推
進するため，民間との人事交流，また東南アジ
ア漁業開発センター（SEAFDEC）や北太平洋
溯河性魚類委員会（NPAFC）等の国際機関へ
の人材派遣を実施しました。

•研究開発等の分野では，本部主導での計画策定
を推進するため，本部に連携推進コーディネー
ター，研究開発コーディネーター等を配置した
ほか，内部公募方式の運営費交付金プロジェク
ト研究のしくみを整備しました。

•連携大学院については連携先大学が増加し（表
6），また，公的研究機関や民間企業等の共同
研究は大幅に件数が増える（表7）など，産学
官の連携，協力関係を推進しました。

•地域の種々の課題の解決を目指して，新しく運
営費交付金プロジェクト研究・地域連携分野を

立ち上げ，「太平洋クロマグロの産卵から幼魚
に至る加入過程の解明に向けての基礎研究」な
ど，7課題を採択し，研究開発を実施しまし
た。また，中長期的な研究開発推進方向の検討
を開始しました。水産業の動向，他機関との連
携を踏まえた研究開発ニーズを把握するため，
研究開発コーディネーターは各種会議等及び現
場に積極的に出向きました。

•さらに，研究所・栽培漁業センター等施設の融
合・横断的な研究開発を課題化するため，運営
費交付金プロジェクト研究・地域連携分野で取
り組みました。　

•まぐろ関係の研究連携を強化し水産庁の参加も
得て総合的な研究機能を発揮するために，仮想
的（バーチャル）な組織として理事を所長とす
る｢まぐろ研究所｣を2月に設立し，4月からの
本格稼働に備えました。

表6　連携大学院
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共同研究相手機関名 契約期間 共同研究課題名 担当水産研究所名 研究室名
北海道大学大学院水産科学
研究院海洋産業科学分野

H18. 6.21
～19. 3.31

スケトウダラ仔稚魚のフレームトロールネットによる採
集効率と日周鉛直移動の把握 北海道区水産研究所

亜寒帯漁業資源部
資源評価研究室

北海道大学大学院水産科学
研究院海洋環境科学分野

H18. 6.21
～19. 3.31

スケトウダラ日本海北部系群の分布域における流れ場と
その影響の解明

亜寒帯海洋環境部
海洋動態研究室

岩手県水産技術センター H16. 4. 1～ エゾアワビにおける初期生残過程の把握と減耗要因の解
明（業務協定に基づく共同研究）

東北区水産研究所

海区水産業研究部
沿岸資源研究室

岩手県水産技術センター H16. 4. 1～ 岩手県における下痢性貝毒による二枚貝の毒化・減毒機
構の解明（業務協定に基づく共同研究）

海区水産業研究部
海区産業研究室

宮城県水産研究開発センタ
ー H16. 4. 1～

東北海域における貝毒発生予察のための有毒プランクト
ン増加機構及び二枚貝体内における毒動態の解明（業務
協定に基づく共同研究）

海区水産業研究部
海区産業研究室

（独）海洋研究開発機構 H16. 4.30
～19. 3.31

太平洋及び我が国周辺の海況予測モデルの高度化と魚類
生態モデルとの結合化に関する研究

主担当
　東北区水産研究所

　中央水産研究所

　遠洋水産研究所
　東北区水産研究所

混合域海洋環境部

海洋生産部　　　　　　
海洋動態研究室
海洋研究グループ
混合域海洋環境部
海洋動態研究室

青森県水産総合研究センタ
ー

H17. 9. 1
～19. 3.31

陸奥湾の下痢性貝毒発生に関する新たなモニタリング手
法の開発

東北区水産研究所

海区水産業研究部
海区産業研究室

東京海洋大学海洋科学部海
洋環境学科

H17.12. 1
～18.11.30

照射断続光のコンブ・アラメの光合成活性への効果に関
する研究

海区水産業研究部
資源培養研究室

三重県科学技術振興センタ
ー

H18. 4. 1
～19. 3.31

下痢性貝毒による食中毒の未然発生防止のための予察技
術開発

海区水産業研究部
海区産業研究室     

石巻専修大学 H18. 4. 1
～21. 3.31

磯焼け海域における藻場衰退原因の把握，および衰退し
た藻場の回復技術の検討に関した研究

海区水産業研究部
資源培養研究室    

東京大学海洋研究所 H18. 6.20
～19. 3.31 エゾアワビの生態および資源量変動要因の研究 海区水産業研究部

沿岸資源研究室

北里大学水産学部　 H18. 5.11
～19. 3.31 ヒラメ等有用魚類の繁殖生理生態に関する研究 海区水産業研究部

沿岸資源研究室

北海道立函館水産試験場 H18.10.10
～21. 3.31

北海道の下痢性貝毒発生に関する新たなモニタリング手
法の開発

海区水産業研究部
海区産業研究室     

（独）国立科学博物館 H18.10.10
～21. 3.31

東北日本沖合太平洋における深海動物相の解明と海洋生
態系保護に関する基礎研究

八戸支所
資源評価研究室

日本原子力研究所 H16. 7. 1
～19. 3.31 海洋における放射性物質等の生態系循環に関する研究

中央水産研究所

海洋生産部
海洋放射能研究室

北海道大学北方生物圏フィ
ールド科学センター

H16. 9. １
～20. 3.31 気候変動と魚類の生活史戦略の多様化 内水面研究部

鳥羽水族館飼育研究部 H16.12. 6　
～19. 3.31 クラゲ類の飼育と生態に関する調査研究 海洋生産部

低次生産研究室

鶴岡市立加茂水族館飼育課 H16.12. 6
～19. 3.31 クラゲ類の飼育と生態に関する調査研究 海洋生産部

低次生産研究室

東京海洋大学 H17. 4.11
～21. 3.31 稚魚の層別定量採集手法の開発に関する共同研究 資源評価部

生態特性研究室

㈶環境科学技術研究所 H17. 6. 1
～19. 3.31 日本周辺海域の99Tc濃度レベルと分布特性に関する研究 海洋生産部

海洋放射能研究室
愛媛大学沿岸環境科学研究
センター

H17. 7.28
～19. 3.31

黒潮内側域（土佐湾）におけるカイアシ類の群集構造と
生産に関する研究：特に小型種群の重要性について

海洋生産部
上席研究員他

大学共同研究利用機関法人
情報・システム研究機構国
立遺伝研究所

H17. 9. 1
～19. 3.31 水産アクアセーフティーシステムの研究 水産遺伝子解析センター

日本ソフトウェアマネジメ
ント㈱

H17. 9. 1
～19. 3.31 水産アクアセーフティーシステムの研究 水産遺伝子解析センター

㈱ニチロ中央研究所 H17.10. 1
～18. 9.30 カニ，ホタテガイ加工品の品質劣化防止法の開発 利用加工部

品質管理研究室

日本大学生物資源科学部 H18. 4. 1
～19. 3.31

サケ科魚類並びにコイ科魚類の成長，生体防御能及びス
テロイドホルモン分泌動態の解明

内水面研究部
育成生理研究室  

高知県水産試験場漁業資源
部

H18. 4. 1
～19. 3.31

土佐湾南西部海域における底魚類資源の有効利用のため
の共同調査

資源評価部
生態特性研究室

（独）農林水産消費技術センタ
ー  

H18. 4. 1
～23. 3.31 水産物・水産食品等の信頼確保に資するための共同研究

利用加工部
食品バイオテクノロジー
研究室   

㈱新東京インターナショナ
ル  

H18. 4. 1
～20. 3.31 凍結・解凍過程の解明による魚肉品質制御技術の開発 利用加工部

品質管理研究室

熊本県水産研究センター H18. 6.14
～19. 3.31

ノリに含まれるグリセロールガラクトシドの大量抽出技
術の開発

利用加工部
機能評価研究室

㈱日本海水 H18. 6.14
～19. 3.31

ノリに含まれるグリセロールガラクトシドの大量抽出技
術の開発

利用加工部
機能評価研究室

宇都宮大学農学部      H18. 6.19
～19. 3.31 サケ科魚類の相分化および性成熟機構の解明 内水面研究部

育成生理研究室  

表7　共同研究（国内）
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共同研究相手機関名 契約期間 共同研究課題名 担当水産研究所名 研究室名

北里大学水産学部 H18. 6.19
～19. 3.31 サケ科魚類の相分化および性成熟機構の解明 中央水産研究所 内水面研究部

育成生理研究室  

（独）漁業情報サービスセンタ
ー

H18. 9. １
～19. 3.31 漁場探索技術開発に関する研究

中央水産研究所

遠洋水産研究所

海洋生産部
海洋動態研究室
温帯性まぐろ資源部
熱帯性まぐろ資源部
熱帯性まぐろ研究室
数理解析研究室

（独）国際農林水産業研究セン
ター

H18.10. 1
～19. 3.31

飼育条件および漁獲後の貯蔵条件の違いがエビ類の呈味
成分に及ぼす影響の解明

中央水産研究所

利用加工部
素材開発研究室

東京海洋大学海洋科学部 H18.12. 6
～19. 3.31

相模湾周辺の岩礁生態系におけるホンダワラ属海藻類の
機能の解明

浅海増殖部
資源増殖研究室

㈱共同船舶　 H19. 1.18
～19. 3.15

鯨肉の冷凍解凍前後の処理条件が肉質に及ぼす影響に関
する研究

利用加工部
素材開発研究室

北里大学水産学部 H19. 3. 1
～20. 3.31 ヒメマス種苗性強化研究 内水面研究部

育成生理研究室  

九州大学 H17. 2.23
～19. 3.31 日本海のデータ同化モデルを用いた海況予測技術の開発 日本海区水産研究所 日本海海洋環境部

海洋動態研究室

北海道大学大学院水産科学
研究院

H18.11.24
～21. 3.31

スルメイカの資源変動特性と海洋環境の影響に関する研
究

日本海区水産研究所

北海道区水産研究所

日本海漁業資源部
資源評価研究室
亜寒帯漁業資源部
浮魚・頭足類生態研究室

東海大学　　 H18.11. 1
～19. 3.31 中西部熱帯太平洋のカツオの繁殖生理・生態学的研究 遠洋水産研究所 温帯性まぐろ資源部

生物特性研究室

サニーヘルス㈱ H16. 9.14
～19. 3.16

ラフィド藻・渦鞭毛藻等赤潮の原因となるプランクトン
が産生する新規生理活性物質の機能解明及び大量生産技
術の開発

瀬戸内海区水産研究所

赤潮環境部
有毒プランクトン研究室

長崎大学水産学部 H16. 9.14
～19. 3.16

ラフィド藻・渦鞭毛藻等赤潮の原因となるプランクトン
が産生する新規生理活性物質の機能解明及び大量生産技
術の開発

赤潮環境部
有毒プランクトン研究室

広島大学大学院生物圏科学
研究科  

H18. 4. 1
～20. 3.31

瀬戸内海における干潟および周辺海域の一次生産者を利
用するベントスの生産性評価手法

生産環境部
藻場・干潟環境研究室　

京都大学生態学研究センタ
ー 

H18. 4. 1
～19. 3.31

細菌および藻類に感染したウイルスの透過型電子顕微鏡
による検出に際しての染色方法の検討－酢酸ウラニル染
色の代替法開発

赤潮環境部
赤潮制御研究室

㈱キリヤ化学  H18. 4. 1
～20. 3.31 魚類の標識技術開発

瀬戸内海区水産研究所

養殖研究所

栽培資源部
栽培技術研究室
病害防除部
種苗期疾病研究グループ

ユニチカ㈱ H18. 6.29
～19. 3.31 環境に関する研究

瀬戸内海区水産研究所

生産環境部
藻場・干潟環境研究室　

京都大学農学部 H18. 7.28
～21. 3.31 赤潮原因藻に対する作用微生物の探索試験 赤潮環境部

赤潮制御研究室

長崎大学水産学部 H18. 7.28
～19. 3.31 トラフグ放流種苗の初期減耗の軽減に関する研究 栽培資源部

栽培技術研究室

鹿児島大学水産学部 H18. 7.28
～19. 3.31 クルマエビの催熟用飼料に関する研究 栽培資源部

栽培技術研究室

（独）理化学研究所　 H18. 9.22
～19. 3.31 珪藻ウイルス（CnRNAV）のＸ線結晶構造解析 赤潮環境部

赤潮制御研究室

（独）産業技術総合研究所 H18.11.22
～20. 9.30

神経細胞可視化メダカを用いた創薬スクリーニングシス
テムの構築

化学環境部
生物影響研究室

沖縄県水産海洋研究センタ
ー

H15. 4. 1
～20. 4.30 琉球列島周辺のパヤオ漁場における海況変動特性の解明

西海区水産研究所

石垣支所
資源増殖研究室

九州大学大学院農学研究院 H17.4.21
～19. 3.31

マングローブ域とサンゴ礁域を回遊する魚類の生態解明
に関する研究

石垣支所
生態系保全研究室

京都大学大学院農学研究科 H17. 5.20
～20. 3.31

各種環境要因が造礁サンゴ類の再生産過程に及ぼす影響
の検討

石垣支所 
資源増殖研究室

長崎大学水産学部 H16. 8. 6
～19. 3.15

沿岸域における栄養塩濃度と低次生産変動におよぼす環
境要因の解明

東シナ海海洋環境部
生物環境研究室

鹿児島県水産技術開発セン
ター

H16. 9. 1
～19. 3.31

鹿児島県周辺海域における黒潮の変動に伴う海況変動の
解明

東シナ海海洋環境部
海洋動態研究室

岡山大学 H16. 9. 1
～19. 3.15

富栄養化ならびに底質の変化がサンゴ礁の生物に与える
影響に関する研究

石垣支所
生態系保全研究室

（独）情報通信研究機構沖縄亜
熱帯計測技術センター

H17. 8. 3
～19. 3.31

サンゴ礁生物多様性保全地域選定に対する外洋の影響評
価

石垣支所
生態系保全研究室

（独）国立環境研究所 H17.10.13
～20. 3.15

東シナ海の水塊構造とプランクトン生態系を介した親生
物元素の循環に関する研究

東シナ海海洋環境部
高次生産研究室
生物環境研究室

熊本大学大学院自然科学研
究科  

H18. 6. 2
～20. 3.15

白川からの懸濁物質負荷変動が有明海の沿岸環境に及ぼ
す影響の解明

東シナ海海洋環境部
生物環境研究室  

沖縄県水産海洋研究センタ
ー石垣支所

H18. 9.22
～22. 3.31

シロクラベラの天然種苗と飼育種苗の生態行動に関する
研究

石垣支所
栽培技術研究室  
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長崎大学水産学部 H18. 7.18
～21. 3.31

熊本県白川河口干潟におけるアサリ個体群の環境応答に
関する研究

西海区水産研究所

海区水産業研究部
有明海・八代海漁場環境
研究センター 

京都大学大学院情報学研究
科

H18. 9.21
～19. 3.31

バイオテレメトリーによるシロクラベラとタイマイの行
動追跡に関する研究

石垣支所
栽培技術研究室  

（独）国際農林水産業研究セン
ター

H18.12. 1
～23. 3.31 マングローブ生態系による水質浄化機能の評価 石垣支所

海洋環境研究室
（独）国際農林水産業研究セン
ター

H16. 8.16
～21. 3.31 安全な国産エビ（バナメイ）生産技術のシステム化

養殖研究所

生産技術部
繁殖研究グループ

近畿大学農学部水産学科水
産増殖学研究室

H18. 4. 1
～21. 3.31 ウナギの良質種苗の生産に関する研究 生産技術部

繁殖研究グループ
東京海洋大学大学院海洋科
学技術研究科応用生物科学
専攻分野

H18. 4. 1
～19. 3.31 魚類におけるタウリンの生理機能に関する研究 生産システム部

飼餌料研究グループ

日本大学大学院獣医学研究
科獣医疾病予防学分野

H18. 4. 1
～19. 3.31 魚類の新規サイトカインの機能解析に関する研究 病害防除部

健康管理研究グループ
広島大学大学院生物圏科学
研究科　

H18. 4. 1
～19. 3.31 VNN（ウイルス性神経壊死症）ワクチンの開発 栽培技術開発センター

栽培技術研究グループ            

愛媛県水産試験場 H18. 4. 1
～19. 3.31 VNN（ウイルス性神経壊死症）ワクチンの開発 栽培技術開発センター

栽培技術研究グループ            
三重県科学技術振興センタ
ー

H18. 4. 1
～19. 3.31 VNN（ウイルス性神経壊死症）ワクチンの開発 栽培技術開発センター

栽培技術研究グループ            
㈶日本生物科学研究所研究
部

H18. 4. 1
～19. 3.31 VNN（ウイルス性神経壊死症）ワクチンの開発 栽培技術開発センター

栽培技術研究グループ            

日生研株式会社製造部 H18. 4. 1
～19. 3.31 VNN（ウイルス性神経壊死症）ワクチンの開発 栽培技術開発センター

栽培技術研究グループ            

北海道大学大学院 H18. 6.30
～20. 3.31 クルマエビ類の急性ウイルス血症ワクチンの開発 病害防除部

種苗期疾病研究グループ
（独）国立医薬品食品衛生研究
所

H18. 6. 1
～19. 3.31

モダンバイオテクノロジー応用食品の安全性確保に関す
る研究

生産技術部
育種研究グループ

三重県産業支援センター H18. 7. 6
～19. 3.31 干潟・藻場における物質循環の解明

生産システム部
増養殖システム研究グル
ープ

北海道大学大学院 H18.10.27
～21. 3.31 ウナギの育種基盤整備に関する研究 生産技術部

繁殖研究グループ

京都大学 H18. 9.29
～20. 3.31 由良川および由良海の生物生産機構に関する研究

生産システム部
増養殖システム研究グル
ープ

日本水産㈱　 H18.11.16
～19. 3.31 シラスウナギ人工生産用飼料の改良

養殖研究所

志布志栽培漁業センタ
ー

生産技術部
繁殖研究グループ

㈱不二製油 H18.11.16
～19. 3.31 シラスウナギ人工生産用飼料の改良

養殖研究所
志布志栽培漁業センタ
ー

生産技術部
繁殖研究グループ

広島大学大学院 H18.11. 1
～21. 3.31 養殖魚の新規飼料素材および飼養技術開発に関する研究

養殖研究所

生産システム部
飼餌料研究グループ

宮崎大学農学部 H18.11.22
～21. 3.31

魚類の良質卵生産のための新規マーカーの探索とその生
理機能の解明

生産技術部
繁殖研究グループ

京都大学大学院医学研究科 H18.12.28
～20. 3.31

STAT4欠損メダカを用いたインターロイキン-12（IL-12）
の機能解析

病害防除部
健康管理研究グループ

（独）港湾空港技術研究所 H16. 3.31
～19. 3.31 砕波帯環境と水産生物動態に関する共同研究

水産工学研究所

水産土木工学部
環境分析研究室　

茨城県水産試験場 H16. 3.31
～19. 3.31 砕波帯環境と水産生物動態に関する共同研究 水産土木工学部

環境分析研究室　

古野電気㈱ H17. 7. 4
～19. 3.31 イルカ型魚群探知機に関する研究 水産情報工学部

行動生態情報工学研究室

㈱日本データーサービス  H18. 4.28
～19. 3.31 干潟におけるアサリ稚貝の着底及び移動機構の解明 水産土木工学部

環境分析研究室　

㈶漁港漁場漁村技術研究所  H18. 4.28
～21. 3.31 港内埋没評価技術の開発 水産土木工学部

水理研究室　
鹿児島県水産技術開発セン
ター

H18. 6. 5
～19. 3.31

磯焼け海域におけるガラモ場の形成機構と機能に関する
共同研究

水産土木工学部
水理研究室　

㈶災害科学研究所　 H18.10.31
～21. 3.31

波浪エネルギーを利用する多機能型の漁港・漁場施設の
開発

水産土木工学部
開発システム研究室　

㈱ホクモウ　　　 H18.12.22
～19. 3.31 大型クラゲ粉砕排出装置の開発に関する研究 漁業生産工学部

漁法研究室

㈱ハマダ　 H18.12.22
～19. 3.31 大型クラゲ粉砕排出装置の開発に関する研究 漁業生産工学部

漁法研究室

静岡水産試験場 H18. 4.28
～19. 3.31

カツオ凍結製品の品質分析並びに脂肪含量測定器の利用
方法の研究 開発調査センター 浮魚類開発調査グループ

共同研究相手機関名 契約期間 共同研究課題名 担当水産研究所名 研究室名
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岩手県水産技術センター H18.11. 8
～19. 8.31

岩手県沿岸域におけるサケ幼稚魚の成長変動と北上経路
の解明に関する研究

さけますセンター

東北区水産研究所

さけます研究部
技術開発室
業務推進部
調査普及課

東京海洋大学  H18. 4. 1
～19. 3.31

健全な種苗を生産するための栄養強化技術及び配合飼料
の開発

宮津栽培漁業センター
屋島栽培漁業センター
五島栽培漁業センター
奄美栽培漁業センター

　

養殖研究所 生産システム部
飼餌料研究グループ

東京海洋大学 H18. 4. 1
～19. 3.31 種苗放流による資源回復と遺伝的保全

宮古栽培漁業センター
屋島栽培漁業センター

北海道区水産研究所

養殖研究所

海区水産業研究部
栽培技術研究室
栽培技術開発センター
栽培技術研究グループ 

京都大学 H18. 6.29
～19. 3.31 宮古湾におけるクロソイ仔稚魚の初期生態の研究 宮古栽培漁業センター

東北大学大学院 H18. 7. 3
～19. 3.31

カレイ科魚類における形態異常の出現防除対策とそれに
伴う左右非対称性形成発現の解明 宮古栽培漁業センター

京都大学 H18. 6.29
～19. 3.31

カレイ科魚類における形態異常の出現防除対策とそれに
伴う基礎的な知見の集積 宮古栽培漁業センター

北海道電力総合研究所  H18. 7.12
～19. 3.31 クロソイの性分化の研究 宮古栽培漁業センター

東京海洋大学 H18. 6.21
～20. 3.31

イセエビフィロソーマにおける溶解アミノ酸の吸収機構
に関する研究　

南伊豆栽培漁業センタ
ー

富山県水産試験場 H18. 4. 1
～19. 3.31 マダラの栽培漁業技術開発に関する研究 能登島栽培漁業センタ

ー              
㈶電力中央研究所環境科学
研究所

H18. 7.25
～20. 3.31 魚類のアンモニア態窒素等の水質耐性に関する研究 屋島栽培漁業センター

農林水産省動物医薬品検査
所検査第一部

H17. 4. 1
～19. 3.31 水産用ワクチンの検査・検定用ブリ小型種苗の開発 五島栽培漁業センター 　

㈳日本動物用医薬品協会 H18. 6.21
～20. 3.31 水産用ワクチンの研究に用いるブリ種苗の生産技術開発 五島栽培漁業センター 　

㈱日本水産大分海洋研究セ
ンター

H19. 1.13
～22. 3.31 ブリの早期人工種苗を用いた養殖試験 五島栽培漁業センター 　

日本水産㈱ H18.11.16
～19. 3.31 クロマグロの育成用配合飼料の開発 奄美栽培漁業センター 　

共同研究相手機関名 契約期間 共同研究課題名 担当水産研究所名 研究室名

5　国際機関等との連携の促進・強化

•中国，韓国と水産研究の分野で大型クラゲや海
洋環境といった共有の問題に取り組むため，水
研センターがイニシアティブをとり，日中韓研
究機関交流を促進し，6月に釜山市で日中韓研
究機関長会議，9月に長崎市で実務者会議を開
催しました。これらを受けて，平成18年12月26
日に北京で初めての3カ国研究機関研究協力協

定（MOU）を締結しました。
•フランス，ノルウェー等との国際共同研究や日

中韓大型クラゲ国際ワークショップ等の国際ワ
ークショップを実施しました。また，大型クラ
ゲ発生源水域における国際共同調査の実施を通
じて他国の研究機関との国際交流に努めました

（表8，9）。
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表8　共同研究（海外）
共同研究相手国及び機関名 契約期間 共同研究課題名 担当水産研究所名 研究室名

フランス：西ブルターニュ大学
ドイツ：アルフレッド・ウエゲ
ナー研究所

H18. 4. 1
～H19. 3.31

異なる環境下に生息する動物プラ
ンクトンや貝類脂質の比較生化学

中央水産研究所

利用加工部
素材開発研究室

ノルウエー：SINTEF H18. 4. 1
～H19. 3.31

輸入食品の品質表示の検証に関す
る技術開発

利用加工部
食品バイオテクノロジー研究室

アメリカ合衆国：内務省地質研
究所遡河性魚類研究センター生
理部門

H18. 4. 1
～H19. 3.31

魚類鰓組織の修復・再構成制御機
構の解明

内水面研究部
育成生理研究室

フランス：国立海洋研究所
（IRD）

H18. 4. 1
～H19. 3.31

海洋生態系に調和したまぐろ資源
の持続的生産技術に関する日仏共
同研究

遠洋水産研究所

国際海洋研究員

アメリカ合衆国：全米熱帯まぐ
ろ類委員会

H17.11.29
～H18.11.28

東部太平洋における最新のまぐろ
はえなわデータの解析  

アメリカ合衆国：国家海洋漁業
省太平洋諸島水産科学センター

H18. 9. 1
～H19. 2.28

太平洋におけるかじき類の資源解
析 　

オーストラリア：国立科学産業
研究機構海洋研究所

H18. 4. 1
～H19. 3.31

音響タグと地理情報システムによ
るミナミマグロ幼魚回遊行動モニ
タリングの高度化

水産工学研究所 水産情報工学部
資源情報工学研究室

ニュージーランド：ニュージー
ランド深海漁業利害関係者グル
ープ会社

H18. 4. 1
～H18. 5. 5

ニュージーランド水域におけるオ
ーストラリアスルメイカ及びニュ
ージーランドスルメイカのいか釣
り調査による調査

開発調査センター

底魚・頭足類開発調査グループ

ニュージーランド：ニュージー
ランド深海漁業グループ会社

H18.12. 3
～H19. 3.31

ニュージーランド水域におけるオ
ーストラリアスルメイカ及びニュ
ージーランドスルメイカのいか釣
り調査による調査

底魚・頭足類開発調査グループ

表9　国際ワークショップ等
名　　　称 開催期間 開催地・主催・共催 備　　考

北太平洋の生態系と気候変動に関す
る共同研究に関するワークショップ H18.10.13～22 開催地：横浜市（赤レンガ倉庫）

主催：水産総合研究センター

ワークショップは、PICES内での開催
で、招聘した研究者の他、国内外より、
30名が参加

第3回日中韓大型クラゲ国際ワークシ
ョップ(大型クラゲ共同調査) H18.10.21～22 開催地：横浜市（中央水産研究所）

主催：水産総合研究センター 29名参加

平成18年度日本・ノルウェー間にお
ける水産物の安全性に関するワーク
ショップ

H18.11. 5～11
開催地：横浜市（中央水産研究所）
主催：農林水産技術会議
共催：水産総合研究センター

90名参加、ノルウェーから8名（うち日
本側招聘は4名）が参加

天然資源の利用に関する日米会議水
産増養殖部会ワークショップ H18.11.12～18

開催地：三重県南伊勢町（養殖研究所）
主催：農林水産技術会議
共催：水産総合研究センター

アメリカ側12名、日本側約30名が参加
し、18課題の発表があった

第三回日中韓国際有毒プランクトン
ワークショップ（EASTHAB 3） H18.11.17～19 開催地：長崎市（長崎大学）

主催：水産総合研究センター 60名（中国5、韓国15、日本40）参加
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第2　国民に対して提供するサービスその他の
業務の質の向上に関する目標を達成するた
めとるべき措置

１　効率的かつ効果的な研究開発等を進めるための

配慮事項

　⑴　研究開発業務の重点化

•「農林水産研究基本計画」及び「水産研究・
技術開発戦略」に貢献するため，「水産物の
安定供給確保のための研究開発」及び「水産
業の健全な発展と安全・安心な水産物供給の
ための研究開発」を第2期中期計画の柱とし
て位置づけ，重点的に実施しました。また，
水研センターで行っている親魚の養成，採
卵，種苗生産，中間育成，種苗放流等の確立
した技術を公立試験場へ移行するため，栽培
漁業ブロック会議に加え，栽培漁業関係の26
会議を整理再編し，都道府県が実施している
技術開発の進捗状況，ニーズ等の把握と情勢
分析を行いました。

•国が行う資源回復計画の対象種であるサワラ
の種苗生産，トラフグの種苗生産及び中間育
成技術等の技術研修や講習会を公立試験場の
職員を対象に実施して技術移転を進めるとと
もに，水研センターとして必要な協力・連携
を行いました。

　⑵　海洋水産資源開発事業の見直し

•海洋水産資源の開発及び利用の合理化のため
の調査等のうち，「海洋の漁場における新漁
業生産方式の企業化のための調査」について
は，漁船漁業構造改革推進会議等の施策の動
向を踏まえつつ適切な見直しを行いました。
大中型まき網漁業においては，省人・省エネ
ルギー効果を取り入れた完全単船型まき網漁
船を用いて新たな操業システムの開発に取り
組むとともに，遠洋底びき網漁業において
は，開発された表中層共用型トロール漁具に
よりアカイカ等を対象に操業調査を行い，収
益の改善を図るための漁獲技術の開発に取り
組むなど，漁船漁業の安定的な経営に資する
調査を実施しました。

　⑶　さけ類及びます類のふ化及び放流事業の見直

　　し

•さけますの資源増大を目的としたふ化放流事
業を実施していた3事業所の施設を北海道庁
へ移管し（国有財産の売却），これら3事業

所が行っていたサケ稚魚ふ化放流業務につい
ては，北海道の放流計画に基づき事業を実施
する各地区の民間増殖団体に移行しました。
支所・事業所体制については，計画通り6支
所を廃止し15事業所体制とする見直しを行
い，個体群の維持を目的とするふ化及び放流
に特化しました。

•ふ化及び放流に係る研究開発の業務について
は，資源調査等の調査船調査にさけますセン
ター職員も積極的に参画し，さけ類及びます
類の生活サイクルに合わせた一貫したデータ
の収集・解析をするなど，研究者及び技術者
の知見の結合を図りました。

2　研究開発等の重点的推進

　⑴　水産物の安定供給確保のための研究開発

ア．水産資源の持続的利用のための管理技術の

開発

ア　主要水産資源の変動要因の解明（資料
1，2，3）
•マイワシ等小型浮魚類について種特異的

な産卵場と産卵期を解析し，カタクチイ
ワシがマイワシに比べて環境変動の影響
を受けにくく，資源変動の幅も小さくな
るという新たな仮説につながる成果を得
ました。また，スルメイカについて2005
年～2006年にかけて見られた冬季発生系
群の加入量減少要因を調査した結果，日
本海の冬季の特異的な水温変化に起因す
ることを明らかにしました。その他，マ
グロ属の仔魚期における生残過程の定量
的把握手法の開発やアサリの加入量決定
機構の解明，沿岸域におけるアユの生態
特性の解明等の課題で優れた成果が得ら
れました。

イ　水産資源を安定的に利用するための管理
手法の開発（資料4，5）
•日本系さけ・ますの資源レベルを決定す

る要因に関する作業仮説を構築し，海洋
生態系モデルと個体の成長モデルを結合
することにより1980～90年代のサケの小
型化現象と海洋年齢2～3歳間の成長遅
滞を再現した他，ALC（蛍光色素）標
識したヒラメの種苗放流試験により1，
2歳時の回収率を明らかにするなど生態
系モデルの開発や海域の環境収容力の把
握に大きな進展が見られました。また，
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資源変動下での漁業管理方策に関する経
済的検討などの課題で優れた成果が得ら
れました。

ウ　水産資源の維持・回復技術の開発
•アワビ類の発育初期における食害実態の

解明に有効な捕食者の胃内容物からの抗
体反応を利用したアワビ稚貝検出技術を
開発し，またエゾアワビの初期生残過程
の研究で，主な減耗要因が被食と海底の
攪乱であることを明らかにしました。ト
ラフグの年齢・成長，成熟年齢や成熟割
合を把握したほか，燧灘（ひうちなだ）
の生産構造把握のため炭素と窒素の安定
同位体比分布の作成などの成果が得られ
ました。

エ　水産資源の合理的利用技術の開発（資料
6）
•従来単船で操業している海外まき網漁業

において，2隻体制にすることによる魚
群探索能力向上による効率的操業の実
証，アカイカ釣り漁業におけるLED水
中灯による青色灯の集魚効果の有効性の
確認及びアカイカ脱落防止手法の開発を
行いました。また，海洋生態系の保全を
考慮した漁具としてマグロ延縄漁業にお
ける海亀混獲回避に対するサークルフッ
ク針の有効性の検証などの成果が得られ
ました。

イ．水産生物の効率的・安定的な増養殖技術の

開発

ア　種苗の安定生産技術の開発と飼養技術の
高度化（資料7）
•カンパチで安定採卵技術の開発に目途を

つけ，種苗生産初期の止水飼育手法の導
入により生残率12％を達成しました。ま
た仔魚期の沈降時期と共食い発現時期を
ほぼ特定し，初期減耗の防止技術の開発
に大きな手がかりを得ています。アミメ
ノコギリガザミでは，医薬品を使用せず
種苗生産過程で発生する細菌性疾病を防
除するための飼育管理技術の方向性を見
出しました。また，養殖飼料の高品質化
を目指し，ワムシの栄養強化や大豆油粕
を用いた飼料技術の開発に取り組み，優
れた成果が得られました。

イ　生態系機能の保全に配慮した種苗放流・

資源培養技術の開発（資料8）
•放流効果の実証技術を開発するため，放

流サイズ等の検討や道府県と連携した調
査体制を構築し，瀬戸内海のサワラでは
100mmサイズ放流群の1歳魚までの回
収率及び経済効率を推定しました。宮古
湾で放流したニシンでは，北海道噴火湾
までの広範囲の回遊を明らかにしまし
た。また，ヒラメで人工種苗放流魚が親
魚として再生産に寄与して子孫を残し，
種苗放流効果が次世代まで受け継がれる
ことを明らかにするなどの成果が得られ
ました。サケ，カラフトマス及びサクラ
マスの遡上親魚から耳石を採集し，母川
回帰精度推定に必要なデータの収集を行
いました。

ウ　新規増養殖技術の開発（資料9）
•種苗生産が難しい魚介類の減耗要因の把

握と生残率向上技術の開発のため，ウナ
ギでは，良質卵生産のための催熟技術等
親魚育成等改良を進め，形態異常の発生
と水温，親魚へのホルモン投与量との関
係を明らかにしました。イセエビでは，
幼生の好適な餌料・飼育技術及び，変態
等の生理機構の検討を進め，生残率を漸
進的に向上させました。クロマグロで
は，産卵期における産卵雌の個体数と回
数の年毎の変化を明らかにし，飼育初期
の減耗防除の可能性を見いだしました。
養殖対象種の新品種作出等のための育種
技術の開発については，ヒラメでは遺伝
子連鎖地図の作成，耐病性・感受性の系
統を用いた交配の実施，ブリではハダム
シ抵抗性の候補選抜方法の標準化につい
ての検討を進めるなどの優れた成果が得
られました。

　　　　エ　病害防除技術の開発（資料10）
•SVC（コイの春ウイルス血症）の診断の

ためにSVCウイルスに対する抗血清を
作製し，アジア株・欧州株ともに反応す
る感度の高い間接蛍光抗体法を確立しま
した。KHV（コイヘルペスウイルス）
病の診断・防疫技術の開発については，
活性のあるウイルスの存在を確認するた
めのmRNAのみを検出するRT-PCR（逆
転写酵素ポリメラーゼ連鎖反応法）の開
発，KHVの培養に効率のよい自前の培
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いて産卵床の時空間変動を把握しました。
ウ　外来生物や有毒・有害生物等の影響評価・

発生予察・被害防止技術の高度化（資料12，
13，14）
・大型クラゲの発生予測モデルを改良すると

共に，漁具防除技術について漁業者が活用
し易い技術開発に取り組みました。また，
新奇有毒プランクトンのギムノディニウ
ム・カテナータムの発生機構解明，貝毒原
因プランクトンの迅速・簡便な同定・定量
技術開発，国際的に注目されているコクロ
ディニウム赤潮原因藻の生理生態的特性の
解明等を行いました。下痢性貝毒原因プラ
ンクトンの培養に着手するとともに，複数
存在する下痢性貝毒の一斉分析条件を検討
しました。サケ科の外来魚類や遺伝子組み
換え魚類導入時に行うリスク評価マニュア
ルの作成等に取り組むなど順調に進捗して
おり，優れた成果も得られました。

エ　生態系における有害物質等の動態解明と影
響評価手法の高度化
•有機スズ化合物による魚類生殖細胞の分裂

活性や細胞死等の出現頻度，生殖腺刺激ホ
ルモン産生細胞数への影響など，生態系に
おける有害物質の動態を解明しました。ま
た，海水中の有害化学物質の総合評価につ
いて，影響程度に基づく対象化学物質の分
析の優先順位付けを行うとともに効率的な
抽出法を開発しました。毒性試験法では，
海産藻類，海産甲殻類，魚類を対象に，有
害物質の抽出に用いる有機溶媒の毒性を明
らかにしました。広島湾の底質中における
多環芳香族化合物（PAH）の分布を明ら
かするとともに，PAHの抽出方法，イソ
ゴカイによる取り込み実験を行うための手
法等を開発するなどの成果が得られまし
た。

養細胞株の作製など，今後の新たな防疫
対策に貢献する成果を挙げました。マイ
クロアレイを使った魚介類疾病の迅速同
定・診断，防除技術の開発では実用化を
目標として進めており，病原細菌検出用
チップについては実証試験を重ねて改良
し，特許の出願を行うなど優れた成果が
得られました。

ウ．水産生物の生育環境の管理・保全技術の開発

ア　沿岸生態系の保全・修復技術の開発（資料
11）
•藻場・干潟，陸棚砂泥域等沿岸域における

生物群集構造や栄養物質の動態を把握する
ための現場調査を行い，餌料環境の解析や
生産モデルのパラメータの妥当性検証等の
ための基礎資料を得ました。魚類養殖場に
おいて給餌養殖が漁場環境に及ぼす影響を
評価するため，養殖由来有機物負荷状況を
明らかにし，沿岸域の生態系の機能の解明
を進めました。西部瀬戸内海の藻場干潟に
おける水産生物を中心とした生態系の実態
把握を行い，生化学的種判別法を開発しサ
ザエ等の稚貝を含めた生息実態の解明を行
なった他，東シナ海域における陸起源物質
負荷が生物環境に及ぼす影響の解明など優
れた成果が得られました。

イ　内水面生態系の保全・修復技術の開発
•ダムや堰堤の建設によって生じる人為的イ

ンパクトをリストアップし，想定される漁
場環境や水産資源等生態系変動との因果関
係を整理しました。また，フナ類の繁殖周
期短縮を助長する環境条件を明らかにし，
短期間に複数世代を交代させる実験系を作
成しました。中禅寺湖におけるヒメマス放
流量，漁獲量，回帰量，漁業実績等のデー
タ等をもとに，回帰親魚尾数の年変動を解
析した他，北海道豊平川のサケ個体群につ
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研究の背景・目的
１．アユの漁獲量は平成3年を境に減少傾向が続

き，特に日本海側の河川では，平成15～16年に広
範囲にわたって海から遡上する稚アユ量が激減
し，資源の枯渇が危惧されました。

2．海域における生態解明と生理学的特性の理解を
深め，アユ資源の変動要因の解明や遡上量の予測
技術の開発に取り組みます。

研究成果
１．平成15～16年にみられた日本海側の遡上量減少

は，海での生残率が極めて低かったためで，資源
維持に最低限必要な親は生き残り，遺伝的多様性
は維持されていました（図1）。

2．海で生活する稚アユの行動範囲は河口周辺
5kmまでの沿岸域に限定され，遡上量の変動要

（資料1）

沿岸域におけるアユの生態特性の解明及び遡上量予測技術の開発
中央水産研究所　内水面研究部　　　　　　　　　　　　　　　
共同研究機関：和歌山県農林水産総合技術センター　水産研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山形県水産試験場　　　　　　　　　　　　　　

因の一つは，特に産卵期の10月の沿岸水温で，高
水温ほど翌年春の遡上量が多い傾向が認められま
した（図2）。

3．太平洋側の日高川では産卵期（10月）の降雨量
によって，遡上回帰率（遡上数／前年に降海した
仔 魚 数 ） が 高 い 精 度（ 決 定 係 数r2 = 0.90, 
P<0.01）で予測できることが明らかになりまし
た（図3）。

波及効果
１．構築したモデルを活用して，地域のアユ漁関連

者へ遡上量予測情報が提供できるようになりまし
た。

2．予測された遡上量の多寡に応じて放流尾数を選
ぶなど計画的な増殖が可能となります。

図1．鼠ヶ関川におけるアユの有効親魚数と漁場加入親魚
数

図2．信濃川における沿岸水温と遡上量 図3．日高川における降雨量と河川回帰



─ 17 ─

研究の背景・目的
１．我が国のアサリ漁獲量は近年低迷しています

が，その減少要因は解明されていません。
２．アサリ稚貝の生残と成長を食性及び餌料環境と

対比させつつ，定量的に評価します。

研究成果
１．アサリ稚貝の簡易定量法を開発し，多量の野外

試料を対象としたアサリの同定が可能となりま
した。中津干潟においては，着底後の死亡減耗が
逸散を上回ることを明らかにしました。

2．アサリ貝殻の成長線は1日2本形成されること
を確認し，春に着底した稚貝が高い生残率を示す
こと，海底直上水のクロロフィル a 濃度で示され
る餌条件が，成長速度を左右する主要因であるこ

（資料2）

アサリの加入量決定機構の解明
　　　　　　　　　　　　　　　　　　中央水産研究所　浅海増殖部　海洋生産部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　瀬戸内海区水産研究所　生産環境部　　　

とを明らかにしました。
3．アサリ稚貝は成長に伴って食物組成・サイズを

変化することを確認し，底生微細藻類が重要な餌
生物であることを明らかにしました。

波及効果
•地先ごとにアサリの発生から成貝までの資源の動

態と減耗要因を網羅的に把握することが可能とな
り，アサリ資源減少要因の解明に重要な地域特性
の把握が期待できます。

•殻成長線による成長評価法は，干潟の生産力の評
価にも利用可能です。また，底生珪藻のサイズ組
成も加えた餌条件に関する知見は，干潟の餌料環
境評価につながるものと期待されます。

成果の概略：アサリの加入過
程と成長・生残に関わる要因
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研究の背景・目的
•太平洋クロマグロは，毎年の加入量の大きな変動

が資源変動に影響すると考えられています。
•一般に海産魚類の加入量は，初期生活史における

減耗率の違いで決定されると考えられています
が，太平洋クロマグロの仔魚は非常に不均質に分
布し，その位置も年々変動するため，仔魚の高密
度群（以下，パッチという）を発見し，これを追
跡しながら連続観測を行うパッチ研究が必要で
す。

•本課題は，太平洋クロマグロを始めとするマグロ
属魚類のパッチを観察することにより，生活史初
期における生残過程を定量的に把握する方法を開
発し，減耗率の違いの要因を推定することを目的
としています。

研究成果
•四つのクロマグロ仔魚パッチを最長7日間追跡

し，サンプリングを行いました。
•そのうち，3つのパッチについて空間的な拡がり

を把握すると共に，パッチの追跡及び大きさや形
状の把握を適切に行う方法を開発し，実証しまし
た。

•さらに，これまで情報がほとんどなかったパッチ
追跡中の天然クロマグロ仔魚の個体数，餌生物量
や核酸比及び成長速度の変動を解析したところ，
パッチごとの減耗率，核酸比（飢餓割合）及び成
長速度に有意差を見出しました。これは減耗過
程・減耗要因の推定に関する研究を大きく前進さ
せるものです。

波及効果
　これまで知見に乏しかったクロマグロ仔魚個体群の
減耗過程を明らかにしたことにより，持続的・安定的
な太平洋クロマグロ資源の利用のための加入量予測技
術の開発に大きく寄与することが期待されます。

（資料3）

マグロ属の仔魚期における生残過程の定量的把握手法の開発
遠洋水産研究所　熱帯性まぐろ資源部　

図1．マグロ属仔魚高密度群（パッチ）の追跡調査結果 図2．観測点ごとのマグロ属仔魚の採集個体数の例

表．クロマグロ仔魚の減耗率推定結果の例．パッチ（1，2，3）ごとの移流-拡散-脂肪
モデルにより得られた減耗率（Z±1SE）．追跡日0や1は，それぞれ追跡0日から
1日目，1日目から2日目の減耗率を推定していることを意味する．



─ 19 ─

研究の背景・目的
１．さけ・ます類の持続的・安定的な資源管理方策

の決定には，回帰資源水準の早期把握と予測精度
向上が不可欠です。さらに，さけ・ます類は北太
平洋を広く回遊し他国系群と混交しているため，
海洋生態系や他国系群との調和を図りながらその
資源を管理する必要があります。

2．このため，この研究では海洋におけるモニタリ
ング調査データを利用し，日本の沿岸漁場に回帰
するさけ・ます資源量を早期に把握する手法及び
種間関係や海洋条件を考慮したモデルを開発しま
す。

研究成果
１．資源量早期把握モデルの開発のため，既存の知

見を検討し，資源水準を決定する要因として，カ
ラフトマスでは産卵期の降水量と卵期の気温，サ
ケでは放流直後の沿岸環境を特定しました。

（資料4）

さけ・ます類を鍵種とした生態系モデルおよび
さけ・ます類回帰資源量の早期予測手法の開発

　　　　　　　　　　　　　　　　　北海道区水産研究所　亜寒帯漁業資源部　亜寒帯海洋環境部

2．海洋生態系モデルNEMURO（North Pacific 
Ecosystem Model Used for Regional Oce-
anography）とサケの成長モデルとの結合モデル
により，1980年頃から1990年代半ばにかけて観測
されたサケの小型化を再現することができ（図），
この主要因が冬季東部北太平洋の餌生物量の減少
にあることを明らかにしました。この結果からサ
ケの体長の小型化現象は密度依存的成長に加え海
洋物理環境及び低次生産からのボトムアップ効果
によっても生じることを把握しました。

波及効果
１．さけ・ますの資源量予測精度の向上を図り，資

源管理方策（人工増殖，産卵場保護，漁獲管理な
ど）の科学的基礎を得ることにより，行政府に科
学的資源管理方策を提案することができます。

2．科学的資源管理方策の実施により，諸外国の我
が国資源管理方策への信頼性が高まります。

図．サケの年齢別体重の経年変動（上）とNEMUROと
　　サケ成長モデルとの結合モデルからの再現（下）
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研究の背景・目的
１．水産資源は，移動・変動が大きく，市場におい

て供給量（物的側面）や生産額（価値的側面）に
不確実性をもたらしており，生産者のみならず加
工流通業者や消費者にも大きな影響を与えていま
す。

2．漁業管理研究においては，これらの変動性・不
確実性を明示的に考慮できる定量的分析手法の開
発が重要です。しかしながら，社会的背景の異な
る欧米諸国で発達した分析モデルをそのまま援用
することが適切かどうかは不明です。

3．よって，我が国と諸外国の漁業管理施策を制度
比較することによって，日本で定量的漁業管理モ
デルを構築する際に組み込むべき特徴を明らかに
します。

研究成果
１．欧米等では，一般的に，政府がトップダウン的

に総漁獲可能量（TAC）等の管理施策を設定し，
それを漁業者が競争原理に基づいて利用・分配す
る制度が基本になっています。

2．このような制度下で資源変動を考慮した管理方
策を検討する際には，TAC設定等の基本となる

（資料5）

資源変動下での漁業管理方策に関する経済的検討
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中央水産研究所　水産経済部

資源動態モデルに不確実性を組み込むことが最も
重要な課題となっています。

3．日本の場合は，管理は政府のみの役割ではな
く，漁業者が主体的に参画しており（例：自主的
管理措置，資源回復計画制度における漁業者協議
会など），漁業者との合意形成が管理施策実施の
必要条件となっています。　

4．よって，日本型の制度下で機能しうる管理モデ
ルを構築するためには，資源動態モデルに不確実
性を組み込むだけではなく，漁業経営の不確実性
をも勘案したモデル，すなわち経営リスク視点の
導入が不可欠となっています。

5．下図は，サンマの大型魚比率の不確実性への対
応策としてTAC（25万ｔ）の期中改訂を想定し，
様々な改訂水準が，経営リスクに与える影響を試
算した例です。20.5万ｔまでのTAC削減では経
営リスクの削減量も増加しますが，TACが20.5
万ｔ以下になると経営リスクの削減量は一定（底
打ち）になることがわかりました。

波及効果
　日本漁業の制度的特徴と水産資源の変動を前提とし
た漁業管理が促進されます。
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研究の背景・目的
•我が国海外まき網漁業の主漁場である熱帯太平洋

中・西部海域では，外国まき網船の増隻と大型化
が進み漁場はほぼ満限状態となって激しい競合が
生じています。しかし，インド洋東部公海域では
外国まき網船による操業はほとんど行われていま
せん。そのため，関係業界は，国際競争力強化の
ため太平洋海域とインド洋海域との組み合わせ，
特に将来にわたる安定した漁場の確保のために熱
帯インド洋漁場における効率的な操業パターンの
確立を望んでいます。

•また，我が国の鰹節・カツオ削り節の加工原料
（20万トン／年）は，主として海外まき網船が漁
獲する南方カツオが用いられていますが，年間5
～8万トンを輸入カツオに依存しており，加工業
界からは安定的な原料確保，特に脂肪含量の少な
いインド洋カツオの国内搬入が望まれています。

研究成果
•インド洋東部公海域において調査を実施し，南西

モンスーン期の海況悪化を避けた同公海域北緯水

（資料6）

海外まき網漁業における効率的な操業パターンの開発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開発調査センター　浮魚類開発調査グループ

域の操業では，人工流木に対する魚群の蝟集状況
がよく，漁獲が比較的良好でした。

•2隻体制による操業調査を実施し，両船の情報交
換と相互協力によって漁獲状況が良好であり，複
数船による操業体制は効率的であることを示しま
した。

•新たにコスト削減の観点から，投網時に先導的小
型艇を必要としないブイライン方式による操業シ
ステムを導入し，投網時の習熟を達成しました。

波及効果
•熱帯インド洋海域における良好な調査結果を業界

に示した結果，インド洋から撤退していた我が国
の海外まき網漁船が6年ぶりにインド洋に再進出
しました。当該漁船は本調査で得られた情報を活
用して好成績を挙げました。

•カツオ節原料として優れたインド洋カツオを枕崎
及び山川港に搬入することにより安定的供給に貢
献し，カツオ節加工業者からも高く評価されまし
た。

図1：10月から新しく調査に投入した日本丸 図2：通常の投網とブイライン投網法の比較
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（資料7）

カンパチ種苗の国産化及び低コスト・低環境負荷型養殖技術の開発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　養殖研究所　栽培技術開発センター

図1．養殖試験期間中のカンパチ人工種苗の体重変化

研究の背景・目的
１．わが国のカンパチ養殖用種苗は，ほぼ100％を

中国産の天然種苗に依存しています。このような
状況下，中国で中間育成された輸入種苗に人魚共
通病原体であるアニサキスが寄生していることが
確認され，カンパチ養殖魚の信頼性を著しく損な
う事態が生じています。この抜本的解決を図るた
め，一刻も早くカンパチの養殖用種苗を国内産人
工種苗で賄う必要があります。

2．そこで，本プロジェクトではカンパチ養殖用種
苗を低コストの国内産人工種苗に置き換えるため
の基盤技術を開発するとともに，実際の養殖業に
貢献できる有用な技術を開発します。

研究成果
１．養成した親魚から通常期（5～7月）に大量採

卵技術の開発に目途が立ちました。種苗生産過程
では，全長3cmサイズで生残率12％を達成する
とともに，初期減耗の発現時期をほぼ特定しまし
た。

2．生産された人工種苗8.5万尾を用いたカンパチ
養殖場（鹿児島県）での養殖試験では年内に350
～400ｇに達しました（図1）。

波及効果
１．生産履歴が明らかな人工種苗でカンパチ養殖種

苗を賄う大量生産への基盤が構築されます（安全
で安心な養殖魚の供給）。

2．従来の養殖期間よりも短期間で出荷可能となり
コスト削減が期待できます。
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（資料8）

生態系保全型増養殖システム確立のための種苗生産・放流技術の開発
　　　　中央水産研究所　浅海増殖部，日本海区水産研究所　海区水産業研究部， 　　　　　

　　　　　　　東北区水産研究所　海区水産業研究部　混合域海洋環境部，宮古栽培漁業センター，
共同研究機関　京都大学　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

図1．日本海沿岸におけるヒラメの集団構造

図2．種苗生産時の水温による雄の出現率の違い

図3．若狭湾沖の産卵親魚に占める福井産放流
魚（折れ線）及び若狭湾沿岸の成育場
（由良浜，和田浜）に着底した天然稚魚
に占める福井産放流魚由来の個体の割
合（縦棒）

研究の背景・目的
　ヒラメは栽培漁業の代表的な対象種ですが，生態系
保全に配慮した種苗放流を継続的に行うために必要な
情報は十分ではありません。そこで本研究では，放流
魚が天然集団に及ぼす影響が特に大きいと考えられる
放流直後の餌をめぐる競合と再生産を通しての遺伝的
擾乱に焦点を絞り，その実態を把握するとともに生態
系保全型種苗放流に必要な提言を行うことを目的とし
ています。

研究成果
１．エコフィジオロジーモデル＊を開発し，天然個

体の成長に影響を及ぼさない許容放流尾数の算出
を可能にしました。さらに，このモデルを用いて
岩手県宮古湾におけるヒラメ種苗放流は許容尾数
の範囲内であることを証明しました。（＊：モデ
リング用ソフトウェアSTELLAを用いて作成さ
れたヒラメ稚魚個体群生産モデル。アメリカで開
発された原型をヒラメ稚魚に適合するように調
整）

2．マイクロサテライト分析により，日本海の南北

で異質な群が存在することを明らかにしました
（図1）。また，ヒラメ稚魚に雄化を引き起こす水
温が海域間で異なることを明らかにし（図2），
海域ごとの種苗生産時の最適飼育水温の基準を提
示しました。

3．DNA標識を用いて放流ヒラメの移動と再生産
への貢献を明らかにしました。若湾沿岸の成育場

（由良浜及び和田浜）に着底した天然ヒラメ稚魚
1,106個体のうち福井県産放流魚を母親とすると
判断されたものの割合は0.9～2.8％で，若狭湾沖
で漁獲されたヒラメ産卵親魚に福井産放流魚が占
める割合よりもやや低くなりました（図3）。

波及効果
１．各海域の生産力に応じた許容放流量の算出が可

能になりました。
2．種苗放流による天然集団の性比への影響防除が

可能になりました。
3．放流魚の移動や再生産をふまえた遺伝的多様性

保全指針の作成が可能になりました。

青森

京都

山口
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研究の背景・目的
　我が国では世界に先駆け，シラスウナギへの変態及
びイセエビ稚エビの人工生産に成功し，両種の人工種
苗生産実現の可能性は格段に向上しましたが，安定的
な種苗生産を実現するためには，幼生期の低い生残率
の克服が必要です。
　本プロジェクト研究では，ウナギ及びイセエビの種
苗を安定的に生産するために不可欠な，ウナギ良質卵
の生産技術の開発，ウナギ及びイセエビの幼生を正常
に育成するための餌料・環境条件の解明及び最適化技
術の開発に関わる研究課題を集中的に実施します。

研究成果
1．元気に育つウナギ卵を遺伝子で見分ける技術の

開発
　　ふ化後のウナギ人工仔魚が元気に育つような卵

に多く含まれる良質卵関連遺伝子の単離に成功
し，マイクロアレイ法により未受精卵中の良質卵
関連遺伝子の種類や蓄積量の異常を一度に検出で

（資料9）

ウナギ及びイセエビの種苗生産技術の開発
プロジェクト研究推進リーダー　養殖研究所　生産技術部

き，得られた卵が元気に育つかどうかを受精前に
明らかにできる画期的な卵質診断技術を開発しま
した（図1）。

2．新たなイセエビ幼生の飼育方法を開発
　　イセエビは甲殻類の中でも幼生期間が300日以

上と長く，飼育中の細菌性疾病の発生が生残率を
低くしています。取り扱いが容易なアミノ酸（グ
リシン）を利用して細菌の増殖を抑制し，高い生
残率と成長を得ることに成功しました（図2）。

　　これら2件は特許出願中であり，その内容につ
いて平成19年3月26日にプレスリリースしまし
た。

波及効果
　良質卵関連遺伝子を指標とすることで得られた卵が
元気に育つかどうかを受精前に明らかにでき，他魚種
も含めた種苗生産現場への応用が可能です。イセエビ
幼生期の生残率の向上と将来の大量飼育技術の開発に
つながる技術として期待されます。

図1．マイクロアレイ法によるウナギ卵質診断（左）
　　　図中の緑色に検出された良質卵関連遺伝子は，質の悪い卵では相対的な

遺伝子発現量が低く，この遺伝子が良質卵の指標となりうることを示す。

図2．グリシンの濃度別によるイセエビ幼生飼育試験（ふ化～稚エビ：生残率）（上）
　　　グリシンの浸漬処理を行うことで，抗菌性を比較するために用いた抗生物質

（アンピシリン）と同等の高い生残率を得た。
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研究の背景・目的
　魚介類疾病の発生が養殖業の持続的発展を阻害する
大きな要因となっています。本研究では，マイクロア
レイ（DNAチップ）を使って魚介類疾病の分子生物
学的知見を集積するとともに，既知病原体に対する迅
速・高度診断用のDNAチップを開発し，魚病発生の
未然防止，疾病の早期発見・治療による魚病の蔓延防
止により安全・安心な養殖生産物の提供に資すること
を目的としています。

研究成果
１．ヒラメ免疫関連遺伝子のDNAチップを用いて，

ヒラメのβ溶血性連鎖球菌症ワクチンの有効性と
関連する4遺伝子を特定し，ワクチンの有効率を
推定する式を編み出すとともに，マダイイリドウ
イルス（RSIV）と宿主細胞遺伝子を集積した
DNAチップを開発し，ウイルス遺伝子の発現機

（資料10）

マイクロアレイを使った魚介類疾病の迅速同定・診断，防除技術の開発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　養殖研究所　病害防除部　魚病診断・研修センター

序及び宿主遺伝子発現との相関を明らかにしまし
た。

2．主要な魚類病原ウイルス16種類のDNAをスポ
ットしたDNAチップを作製し，病原ウイルスを
網羅的に検出する方法を開発しました。また，前
年度までに開発した既知魚病細菌35種類を検出す
るDNAチップ（16Sチップ），及び16Sチップでは
検出の困難なビブリオ属細菌（現在19種類）を検
出するDNAチップ（ビブリオチップ）の実用化
試験を行ない，十分な成果をあげました。

波及効果
　病原細菌及びウイルス検出用DNAチップは，コス
トや検出精度，特殊な操作技術を要しない点で優れて
おり，現在魚病診断の場でも使われ始めています。今
後は，さらに魚病担当者などへの講習を行い，普及を
図っていきます。

図1．魚病細菌検出用DNAチップと検出例
　　　（a：16Sチップ，b：ビブリオチップ）

図2．DNAチップによる各種魚類病原ウイルスの検出

図3．作製したキット及びマニュアルのプロトタイプ
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研究の背景・目的
１．近年，東シナ海の大陸棚域や有明海では，流域

開発等に伴う有機物負荷量の増加や赤潮の頻発な
どの漁場環境の悪化や，漁獲量の低迷などが問題
となっています。

2．東シナ海や有明海の大河川（長江，筑後川な
ど）からの物質負荷変動が沿岸域生態系に及ぼす
影響を明らかにし，沿岸漁場環境の保全に役立て
ることを目的とします。

研究成果
１．過去30年間の筑後川から有明海への懸濁物質負

荷量を，観測結果をもとに年毎に推定しました。
30年間の年間流量の変動幅が約4倍であるのに対
し，懸濁物質の年間負荷量の変動幅は約40倍に達
する大きなものであること，筑後川から供給され

（資料11）

東シナ海域における陸起源物質負荷が生物環境に及ぼす影響の解明
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　西海区水産研究所　東シナ海海洋環境部

る懸濁物質は，大部分が出水時に集中して負荷さ
れることが分かりました。また，その増減には，
一定の傾向は認められませんでした。　

2．長江河川水の溶存態無機窒素濃度は，近年顕著
な増加傾向を示していることが知られています
が，夏季には，長江から流出した低塩分水が東シ
ナ海大陸棚域の表層に広がるため，このことが，
東シナ海の北部大陸棚域表層の夏季の溶存態無機
窒素濃度にも影響を与えていると考えられます。

波及効果
　我が国周辺海域における河川負荷物質量の評価及び
適正な制御を行うための重要な基礎データが得られ，
生態系モデルの開発や河川・陸域管理による沿岸漁場
環境保全手法の開発にも貢献します。

長江（南通）における溶存態無機窒素濃度（左）及び東シナ海大陸棚北部表層における
夏季（7，8月）の塩分と溶存態無機窒素濃度の関係（右）の推移

筑後川流量と懸濁物質負荷量推定値の長期変化
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研究の背景・目的
　近年，コクロディニウム赤潮の発生域や発生頻度の
拡大・増加が顕著であり，本種赤潮に対する対策が急
務となっています。本研究では，コクロディニウムの
現場モニタリング技術の開発と発生起源の解明，西日
本海域における個体群構造の解明，各種環境因子に対
する増殖特性，生活史などの基礎的な生理・生態学的
特性の精査を行うことにより，赤潮発生機構の解明及
びそれに基づく発生予察技術の開発を目指すととも
に，生物間相互作用を利用した防除対策などを総合的
に検討します。 

研究成果
　コクロディニウム・ポリクリコイデスを特異的に検
出・定量できるリアルタイムPCR検出系を確立しまし
た。日本沿岸には，コクロディニウム・ポリクリコイ
デス（A）の他に有害近縁種（B，C） が存在すること
を解明しました。

　西日本に出現するコクロディニウムは水温10～30
℃，塩分10～35の広範囲で増殖可能であり，最大増殖
速度は水温20～25℃と塩分20～35で得られることを解
明しました。（図中数字は1日当たり分裂回数）
　マイクロサテライトマーカーを用いた多型解析によ
り，西日本におけるコクロディニウム個体群は大きく
3つのグループ（対馬暖流系，日本内湾系，中間系）
に区分され，八代海の株は独自の型（中間系）を示す
ことを解明しました。

波及効果
•コクロディニウム赤潮のモニタリング技術の高度

化，発生予察と発生防除による水産物の安定供給
に貢献します。

•コクロディニウム赤潮発生機構の解明による沿岸
漁業の振興と漁場環境の保全に貢献します。

•北太平洋（環日本海域も含む）における赤潮対策
に国際貢献します。

（資料12）

有害赤潮渦鞭毛藻コクロディニウム赤潮の発生機構解明と
予察・防除対策に関する研究

　　　　　　　　　　　　　　　　　瀬戸内海区水産研究所　赤潮環境部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熊本県水産研究センターほか　　　

Ａ
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研究の背景・目的
　近年，傘径が1ｍを超す大型クラゲが日本海沿岸域
に大量に出現し，定置網･底曳き網などに入網し，沿
岸漁業に大きな被害を与えています。今後も大量出現
が頻繁に発生し，漁業に多大な影響を及ぼすことが危
惧されるため，下記技術開発が緊急に必要となりまし
た。

⑴　日本沿岸への出現分布・来遊時期の予測技術の
開発：大型クラゲの生態を明らかにすることによ
る大量発生の要因の解明，分布・回遊経路を調査
することによる日本沿岸への大量出現の機構の解
明を行い，その成果をもとに，大型クラゲの発生
状況の早期把握や日本沿岸における出現分布・来
遊時期の予測手法を開発します。

⑵　漁業被害防徐技術の開発：大型クラゲの漁場等
における行動様式の解明，現場で試みられている
対策技術の収集解析によって，定置網及び底曳き
網について改良漁具の開発を行い，水槽模型実験
や実地試験によって利用可能な防除技術を開発し
ます。また，防除の指針を作成します。

研究成果
⑴　予測技術の開発
　　大型クラゲの幼生期の生態を飼育実験により明

らかにし，はじめて生活史を解明しました。調査

　（資料13）

大型クラゲの大量出現予測，漁業被害防除及び有効利用技術の開発
　　日本海区水産研究所　日本海海洋環境部，西海区水産研究所　東シナ海海洋環境部，　 　　　

　　　中央水産研究所　海洋生産部，水産工学研究所　漁業生産工学部，　委託機関（広島大学ほか）

船による沖合及び沿岸における分布調査，中国・
韓国による出現情報の解析などにより，大型クラ
ゲが先ず東シナ海に出現し始め，対馬暖流に乗り
対馬海峡から日本海へ侵入することを明らかにし
ました。出現を予測するための東シナ海及び日本
海における流動環境を再現・予測する数値モデル
を開発し，早期に日本周辺への出現を予測する技
術を開発しました（図1）。

　⑵　防除技術の開発
　　底曳き網及び定置網を対象に，漁具へ大型クラ

ゲが入網することを防ぐ改良技術，入網した大型
クラゲを排除する技術開発を行いました（図2）。
成果は漁具改良マニュアル（図3）にまとめ平成
17年度から1～3版を発行しました。

波及効果
　平成17年度より数値モデルを用いた大型クラゲの来
遊予測を開始し，プレス発表，HP掲載などにより広
報しました。平成17年度末より始められた大型クラゲ
被害対策基金事業において，本課題で揚げられた成果
をもとに，数値モデル等を用いた来遊予測が開始され
ました。また，同事業による改良漁具導入の技術基準
として漁具改良マニュアルに記載された技術が採用さ
れ，成果の実用化が行われています。

図1．平成18年8月31日にプレ
ス発表した来遊予測．平成
18年度には5回発表

図2．底曳き網の改良．仕切網で大型クラ
ゲを上部へ排除

図3．漁具改良マニュアル
第1版．6000部を漁
業関係者に配布
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研究の背景・目的
　有害・有毒微細藻類のグローバル化原因として，船
舶のバラスト水や水産種苗の移植等を介した海外から
の移入，さらに地球温暖化などによる沿岸域の環境変
化の影響などが推測されます。このような状況の中，
有毒微細藻類の個体群を識別する技術，移入・侵入種
を判別する技術の開発が望まれてきました。本研究で
は，6種の有害・有毒種の多型分子マーカーを開発
し，個体群を識別するための分子タイピング（遺伝子
配列の多型性を利用した識別）技術の開発を行い，一
方で，バラスト水や水産種苗の移植を介した有害・有
毒種の移送実態を把握する手法の開発により，有害・
有毒種の人為的な要因による海域間移送の実体を解明
することを目的とします。 

研究成果
１．2種の有害種（シャットネラとヘテロカプサ）

の個体群分子タイピング技術の開発に成功しまし
た。

2．下痢性貝毒原因種のデイノフィシス・フォルテ
ィーの培養に世界で初めて成功し（東北水研と共
同研究），　現在，北日本と西日本の本種個体群の
遺伝的構造を解明するため，分子タイピング技術
を開発中です。

　（資料14）

個体群分子タイピングによる有毒微細藻類の人為的グローバル化の
実態解明手法の開発

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　瀬戸内海区水産研究所　赤潮環境部

3．移植のため輸送中のカキ稚貝から麻痺性貝毒原
因種のアレキサンドリウム細胞を大量に検出しま
した。

　　アレキサンドリウムは餌として大量に捕食され
ますが，その消化を免れ，カキ稚貝の腸内で生存
し，糞として排出された後に速やかに栄養細胞に
復帰することを明らかにしました。貝類は，移植
を通して有害・有毒種の生物キャリアとなる可能
性が高いことが判明しました。　

4．活魚輸送車の水槽から大量の有害・有毒種の遊
泳細胞を検出し，大量の輸送水が港に捨てられる
実態を把握しました。

波及効果
　個体群分子タイピングにより，各海域に出現する個
体群を識別し，有害・有毒種の移送や移入原因の特定
が可能と期待されます。データベースの充実により，
新たな海域に有害・有毒種が出現した場合，その起源
を特定できる可能性があります。バラスト水や水産種
苗の移植を介した有害・有毒種の移送・移入の実情が
解明されます。今後，個体群分子タイピング技術を用
いることで，地球規模で有害・有毒種の分布拡大過程
を明らかにできる可能性があります。

ヘテロカプサの個体群分子タイピング技術の開発（左，HC06；右，HC62；2個のマーカーによる電気泳動像で，個体
により異なるバンドパターンを示す）

カキ稚貝の糞中に大量に含まれる微細藻類（左），形態が変形しながらも生
存するアレキサンドリウム（中），栄養細胞に復活し遊泳する栄養細胞（右）

ディノフィシス・フォルティーの培養に成
功．（世界初）．摂食中のフォルティー（左）；
増殖した培養細胞（右），餌（矢印）
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⑵　水産業の健全な発展と安全・安心な水産物供給

のための研究開発

ア　水産業の経営安定に関する研究開発と効率的
漁業生産技術の開発
•近海まぐろはえ縄漁船省人化のための直巻き

モノフィラリールシステムの改良に取り組む
とともに，付加価値向上を図るためのシャー
ベット状海水氷処理の鮮度保持効果について
調査し，氷蔵に比べ短時間で魚体内温度が氷
温に達する等，従来型に比べ優れている点を
明らかにしました。その他，水産業の経営安
定に関する研究開発と効率的漁業生産技術の
開発が計画通り進捗しました。

イ　生産地域の活性化のための水産業の生産基盤
整備技術の開発
•これまで未開発の大水深ゾーンにおける人工

魚礁の設計・施工技術を開発するため，現地
調査に基づき，キンメダイ漁場は水温13℃以
下で，地形的に台形状に隆起した地形の中で
の平坦な場所に施工することが適切であるこ
とを把握しました。また，高層魚礁の転倒原
因究明のための水槽実験を実施し，これまで
の滑動中心の安定性及び構造の評価から転倒
主体の評価に変える必要性を確認するなど，
大水深域の生産基盤整備技術の開発が進捗し
ました。

ウ　水産物の機能特性の解明と高度利用技術の開
発（資料15）
•産業的に価値の低い水産物や水産加工廃棄物

に含まれるアミノ酸，糖類等の免疫や生活習
慣病の改善機能を評価するとともに，色落ち
ノリに含まれるグリセロールガラクトシドを
実用化するための基本性状調査と効率的抽出
法を開発して特許申請し，さらに，ノリから
得られる紫外線吸収アミノ酸に細胞増殖促進
効果があることを確認するなど一部計画を前
倒しして進捗し，優れた成果を得ました。

エ　安全・安心な水産物供給技術の開発（資料
16）
•ノリの原産地判別技術開発に取り組み，微量

金属成分の解析によりノリの産地間の違いあ
るいは外国産の特徴を測定できる可能性を明
らかにしました。また，非破壊法による魚介
類の凍結履歴検出技術開発に取り組み，魚介
類の鮮度低下に伴い近赤外領域から可視光領
域も含めた波長範囲でのスペクトル変化が起
きることを把握しました。さらに，貝毒の一
次スクリーニング検査に利用できる簡易測定
キットの測定マニュアル・利用指針を確立し
たほか，水産発酵食品製造用乳酸菌スタータ
ーの開発に取り組み，優れた成果が得られま
した。
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研究の背景・目的
•生活習慣病・メタボリックシンドロームの増加等

により水産物の健康機能性が注目されています。
また，水産資源の有効利用・廃棄物の削減のため
の水産物の高付加価値化が期待されています。こ
のことから，機能性成分の分布や物性などの性質
を調べ，機能成分の効率的抽出法などについて民
間企業などと共同するとともに，機能性成分の新
たな機能性の探索を行います。

研究成果
•色落ちノリから機能成分グリセロールガラクトシ

（資料15）

「水産食品素材及び成分の機能性の評価と
応用技術の開発」における主要成果

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中央水産研究所　利用加工部

ド（GG）を安全で大量に抽出する方法を開発し
特許出願しました。

•ノリからGGとマイコスポリン様アミノ酸（MAA）
の効率的抽出法について検討し，両者を同時に抽
出できる可能性を見いだしました。

波及効果
•「色落ちノリ」の有効利用により水産業・水産加

工業の振興が図れます。
•新規素材の開発により食品産業等へ貢献できま

す。

，
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研究の背景・目的
•安全安心志向の高まり，嗜好の多様化，加工残滓

の有効利用等により，魚介類を原料とした天然発
酵調味料（魚醤油）の製造量が急増しています
が，発酵調味料製造過程において，アレルギー様
食中毒の原因となるヒスタミン（Hm）の蓄積，
異常発酵や腐敗が起こることが知られています。
高品質で安全な発酵調味料を製造するために，好
塩性乳酸菌発酵スターター（種菌）の開発が望ま
れています。

　　これらのことから，発酵に適した乳酸菌株を収
集し，スターター株ライブラリーを構築し，ヒス
タミン蓄積の原因菌を特定し，これらの腐敗・変
敗菌を特異的に駆逐する乳酸菌を分離し，発酵ス
ターターへ応用します。

（資料16）

水産食品製造用乳酸菌発酵スターターの開発
　　　　　　　　中央水産研究所　利用加工部

研究成果
•水産発酵食品から分離した好塩性乳酸菌から増殖

の良い株を選抜し，魚醤油発酵スターターとして
小規模（100kg）の接種実験を行いました（図左
下）。スターターを接種することでヒスタミンの
蓄積を阻害し，ロット間で品質が均一となりまし
た。また，ヒスタミン蓄積の原因菌として好塩性
乳酸菌を分離しました（図右下）。

波及効果
１．発酵用スターター株のライブラリーを作ること

で，各種水産発酵食品に対応したスターターを供
給できます。

2．発酵が安定し，生産量増加，安全性確保に効果
が期待できます。

3．ヒスタミン抑制で水産発酵食品の輸出促進に貢
献できます。

図　スターター候補株接種実験。スターター接種試験区（黒線）で
はHm蓄積なし。Hm生成株接種（赤線）ではHmが大量に蓄積
した。黄色は菌未接種（対照）。

図　ヒスタミン生成乳酸菌の顕微鏡写真
　　Tetragenococcus halophilus と同定された。
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⑶　研究開発の基盤となる基礎的・先導的研究開発

及びモニタリング等

ア　基盤となる基礎的・先導的研究開発（資料
17，18）
•海洋生態系解析技術と海況予測モデルの開発

のため，海洋環境モニタリングやモデルの改
良を行い，海洋変動の解析を進め，モニタリ
ングデータの取込によりモデルの再現性を向
上させました。地球温暖化影響評価技術の開
発のため，生物や環境のデータセットを整備
し，温暖化が低次生態系に与える影響を評価
するモデルの開発や寒海性魚類に与える影響
評価が進捗しました。水産ゲノム技術の開発
では，人工種苗の形態異常の研究を進め，ス
トレスやビタミンが一因であることを明らか
にしました。さらに，海藻をバイオマス資源
として開発するため，有効成分の抽出法を検
討し，オリゴ糖調整技術を開発しました。そ
の他，九州沿岸で磯焼け対策等に活用される
海藻類の簡便な検索表を作成・公表したこ
と，水産資源の変動を確率論的に推測する基
盤研究の一環として漁業生産量と漁業者リス
クの関係を把握するなど，計画通りに進捗し
ました。

イ　地域活性化のための手法の開発及び多面的機
能の評価・活用技術の高度化
•地域特性を活かした活性化手法の開発のた

め，これまであまり利用されてこなかった北
太平洋地域のカタクチイワシの鮮度変化と処

理や保存条件との関係を解明した他，漁業・
漁村の多面的機能の評価手法を開発するため
の解決すべき問題点を明らかにしました。

ウ　主要水産資源の調査及び海洋環境等のモニタ
リング
•我が国周辺及び国際資源調査研究，生態系デ

ータベースの構築，放流効果の実証のため，
資源評価調査や科学オブザーバー活動，先端
技術を用いた長期モニタリング，種苗配布や
放流調査を実施し，資源の現状の広報や資源
管理の提言，10回の科学オブザーバー講習
会，戦前からの水温モニタリングのデータベ
ース化による沿岸域のレジームシフトの把
握，34道府県で放流調査と技術の確立を進め
るなどの成果が得られました。

　　エ　遺伝資源等の収集・評価・保存
•水産生物遺伝資源の特性調査・長期保存と配

布を行うため，大型海藻・微細藻類・微生物
の収集と特性評価を実施し，24株を配布し目
標（20株/年）以上を達成するなどの成果が
得られました。

オ　さけ類及びます類のふ化及び放流
•さけます類の個体群維持のため，水産資源保

護法に基づくふ化放流計画を確実に実施して
います。また，遺伝的特性を維持するために
他河川由来の稚魚放流は行わず，資源状況把
握のために必要な全ての放流魚に耳石温度標
識を施すなど計画通り実施しました。
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研究の背景・目的
　ハダカイワシ類，オキアミ類，小型イカ類などは，
全世界の外洋域に幅広く分布し，その量もきわめて多
く，生態系で重要な位置を占めています。漁業の対象
となっている種もあり，音響手法による種別の資源量
の推定が求められています。しかし，小型海洋生物の
音響反射は弱く，実測が難しいため，理論モデル計算
により音響反射特性が推定されているのが現状です。
　本研究では，小型水槽を利用し，測定対象生物に合
わせた懸垂方法を工夫し，高精度な音響反射測定と信
号処理を行い，理論モデルの検証を行いました。

研究成果
　送受波器をターゲットを中心に周回させる計測シス
テムを開発しました。このシステムでは，水平レーザ
ーとカメラが装備され，懸垂されたターゲットを音響
中心に精確におくことができます。2006年4月に12
尾，12月に7尾，周波数200kHzで活オキアミ類（ツ
ノナシオキアミ，その他）の横方向からの音響反射測

（資料17）

小型海洋生物の音響散乱特性の実験的検証
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水産工学研究所　水産情報工学部

定を行い，歪波ボルン近似モデルによる計算値と極め
て良く一致しました。

波及効果
　計測システムの開発により，オキアミ類の精密な反
射特性の測定が可能になりました。これにより，理論
モデル（歪波ボルン近似モデル，キルヒホッフレイモ
ードモデルなど）の検証を行うことができるようにな
ります。歪波ボルン近似モデルでは，形状，媒体とタ
ーゲットの密度比，音速比が必要ですが，これらを精
密に測定できれば，理論モデルにより，背方向の反射
強度の姿勢による特性を求めることができます。自然
状態における姿勢分布に関する情報が得られれば，オ
キアミ一尾あたりの平均反射強度が計算できるように
なるため，音響による精確な資源量推定が可能となり
ます。本計測システムの送受波器の交換により，異な
る周波数での測定が可能です。今後，オキアミからハ
ダカイワシ類まで，各種小型海洋生物の音響反射特性
を明らかにすることができます。

図１　精密測定のためのポイント 図2　オキアミ類の横方向反射特性
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研究の背景・目的
　陸上生態系に比べ調査・観察が困難な海洋生態系に
は未解明の部分が多く，特に中深層に生息する生物の
生態や分布量については科学的知見が決定的に不足し
ています。本研究は，深層生態系の構造と変動機構及
び表層生態系との相互関係について，1物質輸送の物
理・生物過程の解明，2マイクロネクトンによる中深
層生態系への物質輸送機構及び浮魚類資源へ及ぼす影
響の解明，3表層生物生産が底層生態系・魚類群集の
維持・変動に与える影響の解明を目的としています。

研究成果
　混合域～親潮域において，表層の基礎生産が，カイ
アシ類，オキアミ類，ハダカイワシ類，イカ類等の中
深層生態系主要構成種により様々な経路で輸送されて
いることを解明し（図1），季節的変化を定量的に評
価しました。また浮魚類の餌生物として，春季～初夏
には中深層から表層に移動するカイアシ類（図2），
夏季にはオキアミ類，秋季の亜寒帯域ではコヒレハダ

（資料18）

海洋生物資源の変動要因の解明と高精度変動予測技術の開発
～深層生態系・生物資源の解明及び表層との相互作用の解明～

　　　　　　　東北区水産研究所　混合域海洋環境部，北海道区水産研究所　亜寒帯海洋環境部，
　　　　　　　　中央水産研究所　海洋資源部，資源評価部　　　　　　　　　　　　　　　　　　

カが重要となる等，季節ごとに中深層から移動する生
物が表層の魚類生産を支えていることを明らかにしま
した。さらに，表層と中深層生態系との関係は単に表
層からの一方的な鉛直輸送ではなく，表層以深での捕
食や物理的輸送により表層へも影響を及ぼし，物理的
輸送や回遊により沿岸と沖合，亜寒帯と亜熱帯の表層
と中深層生態系などのように三次元で相互に影響しあ
っていることを明らかにしました。

波及効果
　本研究で得られた物理流動モデルとプランクトン生
態を組み入れたIBMモデル（プランクトン個体毎の成
長・繁殖・死亡を再現するモデル）開発，生物ポンプ
による炭素輸送の定量的評価及び動物プランクトンの
役割の解明，ハダカイワシ類等マイクロネクトン採集
手法の開発，中深層生態系と表層生態系の相互関係に
関する定量的評価等は，世界をリードする研究成果で
あり，生態系を考慮した水産資源の管理方策の検討に
大きく貢献します。

図1．親潮域における基礎生産が中深層生態系に輸送される主
要経路(数字の単位はgC m-2 y-1）

図2．北太平洋で優占する動物プランクトンである，カイ
アシ類のネオカラヌスの生活史．

　　　ネオカラヌス属の3種が1000ｍにまで炭素を輸送
することを解明
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3　行政との連携

•水産庁など行政からの依頼に応じ行政施策の推
進に必要な資源調査を実施するとともに，大型
クラゲ対策のための各種委員会や国際捕鯨委員
会（IWC），大西洋まぐろ類保存国際委員会

（ICCAT）などの国際交渉に積極的に対応しま
した。

•新たな水産基本計画策定に伴い「水産研究・技
術開発戦略」の見直しが行われ，研究担当理事
が委員として参加しただけでなく，研究者，コ
ーディネーターも積極的に参加し，行政ニーズ
と研究の現状を踏まえた戦略の作成に貢献しま
した。

4　成果の公表，普及・利活用の促進

　⑴　国民との双方向コミュニケーションの確保

　　国民との双方向コミュニケーションの確保に
ついては，各種コーディネーターの導入や広報
室の設置など体制を強化するとともに研究開発
の企画段階から成果の受け手の意見を取り入れ
るよう取り組みました。また，農林水産省によ
る実験動物等の実施に関する基本指針を基に水
研センターの実験動物規程を作成し，この規定
に則って養殖研究所等3研究所で動物実験を適
正に実施しました。

　⑵　成果の利活用の促進

　　成果の利活用の促進については，水研センタ
ー叢書規程を整備し，第1号の叢書である「東
シナ海・黄海の魚類誌」を19年3月に刊行した
ほか，「大型クラゲ加工マニュアル」を刊行し
ました（表10）。
　「攻めの水産総合研究」と題した成果発表会

を開催し，485人の参加者を得ており，内容も
わかりやすく興味深いとの反応を得ました。そ
の他，朝日新聞等の主催する小学生を対象とし
た「海とさかな」自由研究・作品コンクールへ
の後援，各水産研究所や小浜栽培漁業センター
においての一般公開，さけの里ふれあい広場の
一般公開，18年6月に日光に開館した「さかな
と森の観察園」の観覧業務を通じて広く一般に
も成果の公表や利活用を図りました。
　センターの研究成果をもとに水産庁が「磯焼
け対策ガイドライン」を策定するなど，行政が
策定する基準・指針へ研究成果が反映されまし
た（表11）。

　⑶　成果の公表と広報

　成果の公表と広報については，「FRAニュー
ス」を始めとした広報誌等を計画に沿って発行
しました。研究成果の積極的な広報活動によ
り，最近5年間で一般紙に取り上げられた水研
センターの成果等が農林水産省関係研究独法の
中で1番多くなっています。
　学術誌等での論文は549編（計画年間360編以
上）が公表されており，日本農学進歩賞や水産
学会賞など高い評価を得たものも多くあります

（表12）。
　⑷　知的財産権等の取得と利活用の促進

　知的財産権等の取得と利活用の促進について
は，知的財産マネージャーを設置し，知的財産
ポリシーを策定，それに沿った規程の整備を行
い，知的財産権の取得と利活用の促進を図りま
した。本年度の特許出願は14件でした（表
13）。
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書　　　名 執筆者 発行年月 出版社（価格） 執筆ページ数／
全ページ数

【刊行図書※2】

東シナ海・黄海の魚類誌
【水産総合研究センター叢書】

山田梅芳
時村宗春
堀川博史
中坊徹次

H19. 3 東海大学出版会（18,000円） 1262 ／ 1262 

【単行本】

Global Climate Change and Response of Carbon 
Cycle in the Equatorial Pacific and Indian Oceans 
and Adjacent Landmasses （Chapter 3. Simulated 
In Situ Measurements of Primary Production in 
Japanese Waters）

横内克巳
津田　敦
桑田　晃
葛西広海
市川忠史
廣田祐一
足立久美子
浅沼市男
石田　洋

H18.12 Elsevier （25,200円） 24 ／ 530 

魚類環境生態学入門 黒木洋明
片山知史 H18. 5 東海大学出版会（3,800円） 20 ／ 318 

水産資源解析の基礎 赤嶺達郎 H19. 1 恒星社厚生閣（2,500円） 115 ／ 115 

有機スズと環境科学 河野久美子
山田　久 H19. 3 恒星社厚生閣（5,800円） 24 ／ 320 

有機スズと環境科学 山田　久
張野宏也 H19. 3 恒星社厚生閣（5,800円） 14 ／ 320 

環境ホルモン－水産生物に対する影響実態と作用
機構－
内水面における影響実態

伊藤文成
坂野博之※3 H18. 6 恒星社厚生閣（3,200円） 7 ／ 191 

Edible Sea Urchins: Biology and Ecology, 2ND 
Edition

C.W. Walker
鵜沼辰哉
M.P. Lesser

H18.10 Elsevier（US$ 185） 23 ／ 380 

Organizat ion and Development of  Stock 
Enhancement in Japan 菅谷琢磨 H18. 9 SEAFDEC 11 ／ 149 

水産増養殖システム4 アトラス 虫明敬一 H19. 3 恒星社厚生閣（7,000円） 1 ／ 77 

海藻を食べる魚たち
（2．2005年の全国アンケート調査から）

藤田大介
綿貫　啓
青田　徹
桑原久実
横山　純

H18.11 成山堂書店（3,800円） 7 ／ 261 

海藻を食べる魚たち
（4．4アイゴのアラメ・カジメ摂食に及ぼす流動
と水温の影響

川俣　茂 H18.11 成山堂書店（3,800円） 11 ／ 261 

海藻を食べる魚たち
（5．１藻食性魚類の漁獲方法） 本多直人 H18.11 成山堂書店（3,800円） 11 ／ 261 

海藻を食べる魚たち
（7．１これまでの取り組みと要素技術）

桑原久実
綿貫　明
青田　徹

H18.11 成山堂書店（3,800円） 13 ／ 261 

【マニュアル等】 

大型クラゲ加工マニュアル 岡﨑惠美子ら H19. 3 水産総合研究センター 80 ／ 80 

執筆者の下線は水研センター職員
※１　水産大百科事典，水産学シリーズ等，論文執筆数に含まれるものは除く
※２　水研センターが企画・立案した刊行図書（中期計画に定められた刊行図書）
※３　編者であるため論文に含めず

表10　刊行物
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表11　研究成果等の行政機関等の策定する基準・指針等への活用

１）水産資源分野

項　　目 内　　　容

広報パンフレット
•わが国周辺の水産資源の現状を知るために（平成18年度版：平成19年3月）
•豊かな海の恵みをいつまでも。我が国周辺水域の漁業資源量調査，底魚資源量調査（平成

18年度版：平成19年3月）

ホームページ

•平成18年度我が国周辺水域の漁業資源評価（詳細版）（更新）
•平成18年度我が国周辺水域の漁業資源評価（要約版）（更新）
•沿岸沖合漁業漁況海況予報 （更新）
•ABC算定のための基本規則（ルール）（更新）
•研究成果情報（更新）
•「国際漁業資源の現況」（更新）
•「国際漁業資源の現況（要約版）」（更新）

報告書

•「我が国周辺水域の漁業資源評価」
　（TAC対象種資源評価要約版：平成18年12月）
•「我が国周辺水域の漁業資源評価」
　（魚種別系群別資源評価：平成19年3月）
•国際漁業資源の現況（18年度版：平成19年3月）

２）水産工学分野

項　　目 内　　　容

広報パンフレット 磯焼け対策ガイドライン

シンポジウム

•「アイゴを食べて藻場を回復しよう」平成18年11月6日（月）
 　開催場所：御前崎海鮮なぶら市場（静岡県御前崎市）
•「ウニを獲って藻場を回復しよう」平成19年1月12日（金）
 　開催場所：東京海洋大学「楽水会館」（東京都港区）

３）経営経済分野

項　　目 内　　　容

報告書 平成18年度資源管理体制・機能強化総合対策委託事業報告書

４）漁場環境分野

項　　目 内　　　容

報告書 水産庁委託事業　平成18年度川上から川下に至る豊かで多様性のある海づくり事業－広域レ
ベル漁場環境保全方策検討－事業報告書（平成19年3月）

５）利用加工分野

項　　目 内　　　容

指針作り •（技術情報）マアジ及びニシマアジの魚種判別マニュアル（平成19年3月）
•（技術情報）サバ属魚類の魚種判別マニュアル（平成19年3月）
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学　会　名 受　賞　名 課　　題　　名 氏　名 受賞年月日

水産海洋学会 論文賞 マイワシとマサバの加入と生産性に対
する環境の影響と資源管理への提言 谷津明彦 H19. 3.26

日本水産学会 水産学進歩賞 貝毒の精密分析法の開発及び二枚貝の
毒化機構に関する研究 鈴木敏之 H19. 3.29

応用生態工学会 口頭発表賞 渓流魚の人工産卵場造成技術の効果的
な活用方法 中村智幸 H18. 9.30

水産海洋学会 宇田賞 小型浮魚類の初期生活史に関する生態
学的研究 大関芳沖 H19. 3.26

日本水産学会 論文賞
Molecular attempt to identify prey 
organisms of lobster phyllosoma 
larvae

張　成年 H19. 3.29

日本魚類学会 論文賞 日本と韓国に分布するスジシマドジョ
ウ種群の遺伝的関連と系統 岡崎登志夫 H18.10. 8

水産海洋学会 水産海洋学会論文賞

Difference body size between the 
autumn and the winter-spring cohorts 
of neon flying squid（Ommastrephes 
bartramii）related to the oceanogr-
aphic regime in the North Pacific: a 
hypothesis

Ichii,T.
Mahapatra,K.
Sakai,M.
Inagake,D.
Okada,Y. 

H18. 4. 8

平成18年度瀬戸内海研究
フォーラムin広島 ポスター発表優秀賞 アオサとアサリの気になる関係

内田基晴
三好達夫
兼松正衛

H18. 9. 1

日本ベントス学会 2006年奨励賞 生物間相互作用から生態系プロセスへ
の進展 堀　正和 H18.10. 1

National Geography In 
S h o r e  A r e a  Wo r l d  
Congress 2006

ベストプレゼンター賞
Intertidal surfgrass as an allochth-
onous resource trap from the subtidal 
habitat

堀　正和 H18.10.18

第15回PICES年次会議 アクアカルチャー部門ベ
ストプレゼンター賞

Biological impacts caused by the 
release of the imported manila clam, 
Ruditapes philippinarum, in Japan

手塚尚明
浜口昌巳 H18.10.20

日本DNA多型学会 優秀研究賞
日本沿岸域に分布する有害赤潮藻
Heterosigma akashiwoの個体群構造の
解析

長井　敏
西谷　豪
山口早苗
宮原孝博
西川哲也
畑　直亜
大橋昭彦
松山幸彦
板倉　茂

H18.11.17

日本DNA多型学会 優秀研究賞 国内外におけるオニヒトデ大量発生集
団のマイクロサテライト解析 

安田仁奈
長井　敏
浜口昌巳
灘岡和夫

H18.11.17

日本農学会 第5回日本農学進歩賞 新型赤潮生物ヘテロカプサの発生機構
解明と漁業被害防止技術の開発 松山幸彦 H18.11.27

日本動物分類学会 奨励賞 アミ族アミ類（甲殻上綱，アミ目）の
分類と地理分布 福岡弘紀 H18. 6. 3

日本水産学会 論文賞
Molecular attempt to identify prey 
organisms of lobster phyllosoma 
larvae

鈴木伸明 H19. 3.29

日本魚病学会 平成18年度日本魚病学会
研究奨励賞

養殖魚介類のウイルス病の診断及び防
除に関する研究 大迫典久 H19. 3.27

水産海洋学会 論文賞
North-south contrasts in decadel scale 
variations in iower trophic level 
ecosystems in the Japan Sea

千葉早苗
廣田祐一
長谷川誠三
才野敏郎

H18. 4. 8

表12　学会賞等 下線は水研センター職員
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学　会　名 受　賞　名 課　　題　　名 氏　名 受賞年月日

海洋音響学会 論文賞 遊泳による魚体の屈曲運動がターゲッ
トストレングスに与える影響

貞安一廣
安部幸樹
澤田浩一
高尾芳三
向井　徹
飯田浩二

H18. 5.25

Third Internat iona l  
Symposium on Stock 
Enhancement & Sea 
Ranching

ベストプレゼンテーター

Experimental study on broodstock 
management of barfin flounder under 
the concept of minimum kinship 
selection 

鈴木重則 H18. 9.21

日本水産学会 平成18年度日本水産学会
論文賞

増殖ステージが異なるワムシを摂餌し
たヒラメ仔魚の発育と形態異常の出現 友田　努 H19. 3.29
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発 明 の 名 称 職務発明
認定年月日 出願番号 出願日  出願人

（共同出願人）
持分比率の
内訳（％）

【国内】

1 グリセロールガラクトシド
抽出方法 H18. 2. 8 特願2006-117517 H18. 4.21 水産総合研究センター 100

2 ブリの飼育コストを低減す
る方法 H18. 2.22 特願2006-131135 H18. 5.10 水産総合研究センター 100

3

ヒラメにおける白化形質の
遺伝的背景の判別法，及び，
その判別法に用いられるポ
リメラーゼ連鎖反応用プラ
イマー

H18. 2.13 特願2006-144362 H18. 5.24
水産総合研究センター
神奈川県
東京海洋大学

1/3
1/3
1/3

4
藻類用ケイ酸成分供給剤，
および藻類へのケイ酸成分
供給方法

H18. 2.13 特願2006-152308 H18. 5.31 水産総合研究センター
富士シリシア化学㈱

50
50

5
抗酸化剤，ならびにこれを
含む食品，薬品および化粧
料

H18. 8.22 特願2006-229081 H18. 8.25
水産総合研究センター
サニーヘルス㈱
長崎大学

25
50
25

6 トロール網層別採集装置 H18. 2. 8 特願2006-235932 H18. 8.31
水産総合研究センター
㈱鶴見精機
東京海洋大学

1/3
1/3
1/3

7
カドミウム除去能を有する
微生物処理による水産軟体
動物の内臓の有効利用

H18. 5.17 特願2006-237803 H18. 9. 1 水産総合研究センター
近畿大学

25
75

8 クルマエビ属ホワイトスポ
ット病経口ワクチン H18. 6. 1 特願2006-245138 H18. 9.11 水産総合研究センター

北海道大学
50
50

9 魚類の標識剤と標識方法 H18. 5.30 特願2006-249780 H18. 9.14 水産総合研究センター 100

10 近赤外分析による冷凍すり
身成分の非破壊測定法 H18. 8. 1 特願2006-273616 H18.10. 5 水産総合研究センター 100

11 水生生物の卵質の遺伝子診
断法 H18.10.30 特願2006-354773 H18.12.28 水産総合研究センター 100

12 イセエビ用の増殖礁とその
設置方法 H18. 6.21 特願2007-015331 H19. 1.25 水産総合研究センター

福島順也
95
5

13 甲殻類幼生の飼育方法 H18.11. 6 特願2007-34361 H19. 2.15 水産総合研究センター 100

14 転覆及び大傾斜防止手段を
有する船舶 H19. 2. 6 特願2007-081081 H19. 3.27 水産総合研究センター

大阪大学
50
50

【国外】

なし

実用新案権（国内），意匠権（国内），商標（国内）の出願はありません。

表13　特許等出願状況
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5　専門分野を活かしたその他の社会貢献

　⑴　分析及び鑑定

　分析及び鑑定については，コイヘルペスウイ
ルス病など他機関ではできない魚介類疾病の診
断を始め，行政や各種団体等からの依頼に応じ
202件の分析・鑑定を実施しました（表14）。

　⑵　講習，研修等

　諸機関を対象として，貝毒分析，資源管理，
大型クラゲ対策，魚病診断，調査オブザーバ
ー，栽培漁業技術，ふ化放流技術等の講習会や
研修会を66回開催し，技術情報の速やかな提供
を行いました（表15）。また，水研センターが
持つ高度な学術，技術を普及するため各種講習
会等への講師派遣依頼には積極的に対応し，本
年度はのべ211名の職員を派遣しました。地方
公共団体，大学，民間等からの研修生や，特別
研究員制度を活用した研修生の受け入れを行い
ました（表17）。

　⑶　国際機関，学会等への協力

　国際食糧農業機関（FAO），東南アジア漁業
開発センター（SEAFDEC）養殖部局（AQD），
北太平洋溯河性魚類委員会（NPAFC）へ職員
を派遣し，全米熱帯性まぐろ委員会（IATTC）
に長期在外研究員を派遣しました。また，
SEAFDEC主催の諸会議5件へ参加等積極的な
対応を行うとともに，国際協力機構（JICA）
等の4件の要請に応じて，職員を専門家として
海外に派遣しました（表18）。
　本年度，横浜市で開催された北太平洋の海洋
科学に関する機関年次会議（PICES），三重県
下で開催された天然資源の開発利用に関する日
米会議（UJNR）の活動において積極的に貢献
しました。
　大型クラゲや海洋環境の問題に取り組むべ
く，日中韓研究機関交流を促進し，2006年12月
26日に北京で3ヶ国研究機関研究協力協定

（MOU）を締結しました。
　国際的研究活動を推進するために，国際共同
研究9課題，国際ワークショップ・シンポジウ
ム5件を実施しました。
　外国人研究者の来訪を通じ，日本の持つ研究
情報の公開・交換，普及を促進し，ノルウェ
ー，オランダ，チリ等海外の研究機関との連携
を強化し，国内外での海洋科学の発展，水産振
興に貢献しました。
　水産庁からの委託を受けて，大型クラゲに関
する国際共同調査を関係国と連携して実施しま

した。成果は国際ワークショップを開催して公
表しました。

　⑷　各種委員会等

　国等が主催する日本・ロシア漁業委員会など
の各種委員会の委員等への就任・出席依頼に積
極的に対応し，本年度は，延べ443名を派遣し
ました。
⑸　水産に関する総合的研究開発機関としてのイ

ニシアティブの発揮

　研究開発コーディネーター等による地域の情
報収集を元に，運営費交付金プロジェクト研究
地域連携分野の課題を立案，7課題を立ち上
げ，地域での連携を目指しました。また，農林
水産技術会議主催の水産物の安全研究協力のた
めの日本・ノルウエー合同ワークショップを，
我が国の研究機関を代表して共催するなど水産
に関する総合的研究機関としてのイニシアティ
ブの発揮に努めました。
　海洋環境モニタリング情報等を収集し，その
結果等について各種データベースを構築し，内
容の改善・充実を図りホームページで迅速に外
部に提供することにより，データの効率的利用
を促進しました。
　4つの国連機関が組織する各国の団体及び国
際団体のネットワークである Aquatic Sciences 
and Fisheries Information System（ＡＳＦＩ
Ｓ）の一部である国際的な水産海洋学術データ
ベース「ＡＳＦＡ」については，センターが我
が国のナショナルセンターを担い，他機関の協
力を得つつ我が国水産関係文献情報500件の登
録を行いました。9月4～8日にベルギーで開
催されたASFA諮問会議に2名が参加し，デー
タ入力等に関する協議を行いました。また，9
月29日には，国内協力機関で構成するASFA事
業国内実務担当者会議を開催し，諮問会議の報
告，データ入力の講習のほか運営上の協議を行
いました。
　地方公共団体，民間等との連携を強化するた
め8つのブロック及び2つの共通分野の研究開
発推進会議と6つの専門特別部会を開催し，研
究情報の共有等を行いました。
　各推進会議等の下に各種研究部会・研究会を
設置し，地域・分野の水産に関する諸問題の解
決に向けた研究開発の企画・連携・調整を行い
ました。一例として，水産庁受託事業や農水省
知財戦略などノリに関しての全国レベルの担当
者等の情報交換の重要性が高まってきており，
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全国水産業関係研究開発推進会議の傘下の研究
会として「全国ノリ研究会」を，同会議の傘下
に養殖産業部会を設置しました。
⑹　「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による

生物の多様性の確保に関する法律」（カルタヘ

ナ方）への対応

　遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生

物の多様性の確保に関する法律に基づく立入検
査等について農林水産大臣からの指示はありま
せんでした。しかし，環境省から水産庁を通じ
遺伝子組換え体が疑われる魚について，遺伝子
を組み換えた生物であることを確認するための
検査の要請があり，これに協力しました。

担当機関 分析　・　鑑定等 依　頼　元 依頼
件数

東北区水産研究所

貝毒成分（脂溶性貝毒）の分析

EU BIOTOX Project，ショーデックス（昭和
電工），京都大学，高知大学，宮城県，青森県，
日本食品分析センター，北海道，韓国国立水産
科学院

9 

魚類の種査定 八戸魚市場（6件），市民（2件），水産加工業
者（1件） 9 

海藻種の同定 塩竃市漁業協同組合，仙台商事株式会社 2 

中央水産研究所
魚卵の種判別（DNA分析） 名古屋税関 1 
WFP向け拠出缶詰原料魚の放射能検査 日本水産缶詰輸出水産業組合 1 
遺伝子組換え魚の鑑定 環境省 2 

瀬戸内海区水産研究所

瀬戸内海の魚類の同定 広島市水産振興センター，柳井魚市場，大竹市
玖波町漁業協同組合 3 

赤潮プランクトンの同定

静岡県水産試験場浜名湖分場，大阪府，京都府
立海洋センター，熊本県水産研究センター，福
岡県水産海洋技術センター豊前海研究所，福岡
県水産海洋技術センター有明海研究所

6 

西海区水産研究所

巡視艇空調ライン中の付着生物の鑑定 反田商事株式会社 1 
漁網混獲生物の鑑定 長崎県総合水産試験場 1 
カツオ体側筋に寄生していた虫体の鑑定 愛媛県魚病指導センター 1 
水産加工品に付着した線状物質についての
鑑定 横浜冷凍株式会社長崎営業所 1 

養殖研究所

ＫＨＶ確定診断（406検体） 35県 137 
その他の不明病の診断（15件） 9県 15 
アサリ及びその飼餌料のアミノ酸分析（21
検体） 三重大学 1 

クルマエビPAV検査（261検体） 山口県水産研究センター 1 
マサバVNN検査（69検体） 大分県農林水産研究センター水産試験場 1 
マハタVNN検査（44検体） 大分県農林水産研究センター水産試験場 1 
カワハギVNN検査（3検体） 大分県農林水産研究センター水産試験場 1 
多型マーカーによるニジマスのクローン性
についての判定（5検体） 長野県水産試験場 1 

多型マーカーによるヤマメ・アマゴの判定
方法の検討 北海道立水産孵化場 1 

遺伝子組換えであることの疑いのある魚の
分析 環境省自然環境局，農林水産省消費・安全局 1 

ブリ用飼料及び糞のミネラル分析（11検体） 高知大学 1 
ノリ品種の遊離アミノ酸分析（11検体） 兵庫県立農林水産技術総合センター 1 

水産工学研究所 ウミガメの同定 茨城県神栖市産業経済部農林水産課水産振興室 1 
宮古栽培漁業センター キツネメバル形態異常観察 青森県 1 
奄美栽培漁業センター クロマグロ受精卵のDNA分析による鑑定 長崎県総合水産試験場 1 

合　　　計 202 

表14　分析及び鑑定
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表15　講習会・研修会

主催研究所等名 講習会等名 開催年月日

北海道区水産研究所 平成18年度北海道ブロック資源管理研修会 H19. 3.14～16

東北区水産研究所

自動データ同化システムPESTに係わる研修会 H18. 6. 2

海況解析技術に係わる研修会 H18. 6.28～29

平成18年度さけますふ化放流技術者講習会（青森県青森市） H18. 8.28

平成18年度さけますふ化放流技術者講習会（岩手県宮古市） H18. 9.21

平成18年度さけますふ化放流技術者講習会（岩手県北上市） H18.10.11

平成18年度さけますふ化放流技術者講習会（福島県大熊町） H18.10.25

貝毒分析研修会 H18.11.20～22

中央水産研究所

サケ科魚類の生理･生態に関する基礎 H18. 5.25

水産利用研究　世界の水産業動向と利用加工研究 H18. 9.15

サケ科魚類の生理･生態に関する基礎 H18. 9.22

資源管理研修会（初級） H19. 2.21

日本海区水産研究所

大型クラゲ対策に関する講習会 H18. 7. 4

平成18年度ふ化場技術者講習会（秋田県） H18. 9. 6

平成18年度ふ化場技術者講習会（新潟県） H18. 9. 7

平成18年度ふ化場技術者講習会（石川県） H18.10.10

平成18年度ふ化場技術者講習会（富山県） H18.10.11

平成18年度ふ化場技術者講習会（山形県） H18.10.13

養殖研究所

KHV病診断技術認定テスト H18. 4.10～28

第1回KHV病診断技術講習会（実習） H18. 5.15～16

第1回ハタ類の種苗生産技術研修 H18. 6. 7～ 9

第2回ハタ類の種苗生産技術研修 H18. 6.12～16

第3回ハタ類の種苗生産技術研修 H18. 6.19～21

クルマエビ類のPAV防除技術研修 H18. 7. 3～ 4

第2回KHV病診断技術講習会（講義） H18. 7.11

二枚貝病気検査手法技術研修 H18. 7.18～21

サケ科魚類の冷水病に関する講習会 H18. 7.21

VNN診断技術研修 H18. 7.27

さけます類の魚病診断技術研修 H18. 8. 7

水産工学研究所

磯の流れと生物の形 H18.10.21

第19回波崎海洋施設研究成果報告会
（（独）港湾空港技術研究所と共催） H18.11.10

干潟漁場の流動・地形特性の計測・解析手法 H19. 1.25

さけますセンター

ふ化放流技術者研修会（渡島地区） H18. 7.27

ふ化放流技術者研修会（帯広地区） H18. 8. 1

ふ化放流技術者研修会（天塩地区） H18. 8. 1

ふ化放流技術者研修会（北見地区） H19. 2.27

ふ化放流技術者研修会（根室地区） H19. 2.26

ふ化放流技術者研修会（千歳地区） H19. 1.16

さけ増殖技術講習会：前期 H18.11. 8～10

さけ増殖技術講習会：後期 H19. 2.14～16

民間ふ化場現地技術講習会（宗谷地区） H19. 1.23～25

民間ふ化場現地技術講習会（宗谷地区） H19. 2.26～28
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さけますセンター
民間ふ化場現地技術講習会（日高地区） H19. 1.23～25

民間ふ化場現地技術講習会（日高地区） H19. 2.28～ 3. 2

開発調査センター

オブザーバー講習会（みなみまぐろ資源調査RTMP） H18. 4.19～20

オブザーバー講習会（ナンキョクオキアミ混獲生物調査） H18. 6. 6

オブザーバー講習会（北太平洋鯨類目視調査） H18. 7.14

オブザーバー講習会（大西洋まぐろ資源調査） H18. 7.20～21

オブザーバー講習会（CCAMLR海域でのメロ開発漁業調査） H18. 8.22

オブザーバー講習会（海外まき網漁業調査） H18. 9. 8

オブザーバー講習会（天皇海山等トロール漁業調査） H18.10. 5

マニュアル検討会（ナンキョクオキアミ混獲生物調査） H18.11.15

マニュアル検討会（北太平洋鯨類目視調査） H18.11.28

オブザーバー講習会（NAFO北西大西洋底魚調査） H18.12. 6

外国の漁業制度及び資源管理の勉強会 H18.12.15

マニュアル検討会（海外まき網漁業調査） H19. 2. 2

マニュアル検討会（大西洋まぐろ資源調査） H19. 2.16

マニュアル検討会（みなみまぐろ資源調査RTMP） H19. 2.16

マニュアル検討会（天皇海山等トロール漁業調査） H19. 3. 2

宮古栽培漁業センター 栽培漁業技術研修（市場調査を中心とした放流効果解析手法
に関する実技研修） H18.10.10～13

能登島栽培漁業センター
栽培漁業技術研修（ワムシ培養技術研修） H18. 9.11～15

栽培漁業技術研修（ワムシ培養技術研修） H18.11.13～17

南伊豆栽培漁業センター

栽培漁業技術研修（トラフグ親魚の養成及び成熟コントロー
ル手法，人工授精の講義・実習） H18. 4.17～18

栽培漁業技術研修（トラフグの種苗生産・中間育成技術に関
する講義・実習） H18. 7.19～21

栽培漁業技術研修（トラフグの放流手法及び放流調査に関す
る講義・実習） H18.10.17～19

屋島栽培漁業センター 栽培漁業技術研修（サワラの種苗生産に関する研修） H18. 5.26～27 

主催研究所等名 講習会等名 開催年月日
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表16　講師派遣（人数）

研究所等
主　　催　　者

合計
国 地方公共団体 漁業関係団体 大学 小中高 独法 その他

北海道区水産研究所 1 2 4 4 11 

東北区水産研究所 5 3 5 1 1 3 18 

中央水産研究所 4 3 20 6 1 1 6 41 

日本海区水産研究所 2 4 3 1 3 13 

遠洋水産研究所 2 8 2 12 

瀬戸内海区水産研究所 1 3 2 2 14 1 23 

西海区水産研究所 4 4 1 1 1 11 

養殖研究所 1 1 5 1 1 9 

水産工学研究所 1 　 　 6 7 

さけますセンター 1 1 1 3 

開発調査センター 1 1 3 1 1 1 8 

栽培漁業センター 2 26 7 4 11 1 51 

経営企画部 1 1 1 1 4 

合　　計 19 46 52 21 32 11 30 211 

表17　研修生等の受け入れ（人数）

研究所等 依頼
研究員

連携
大学院

日本学術振興会
外国人
招　聘
研究者

重点研
究支援
協力員

研　　修　　生

合計
サマープ
ログラム
外国人研
究者

特別
研究員

外国人
特　別
研究員

大学院
・学部

国・県
水試等 民間 JICA

等
共同
研究

インタ
ーン

北海道区水産
研究所 1 3 3 　 5 12 

東北区水産研
究所 　 　 1 1 1 　 3 

中央水産研究
所 3 3 1 1 5 9 26 4 9 8 69 

日本海区水産
研究所 　 　 2 　 　 2 4 

遠洋水産研究
所 　 　 1 4 3 6 10 24 

瀬戸内海区水
産研究所 1 　 2 1 9 7 5 3 9 2 39 

西海区水産研
究所 1 1 1 　 41 4 48 

養殖研究所 2 1 1 4 　 　 4 2 14 

水産工学研究
所  　 　 2 8 10 

さけますセン
ター 　 　 2 2 

開発調査セン
ター 　 　 　 　 0 

栽培漁業セン
ター 　 　 9 34 　 28 19 15 105 

本部 1 1 

合　　計 7 5 1 6 2 10 4 35 72 15 100 30 44 331 
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表18　海外派遣等（人数）

研究所等 海外派遣
海　　外　　出　　張

合計
アジア 北米 中南米 オセアニア ヨーロッパ アフリカ

北海道区水産研究所 6 6 　 12 

東北区水産研究所 1 5 8 1 4 19 

中央水産研究所 4 20 11 1 2 14 52 

日本海区水産研究所 22 6 28 

遠洋水産研究所 1 28 15 5 11 18 7 85 

瀬戸内海区水産研究所 4 4 1 7 16 

西海区水産研究所 3 15 1 1 1 21 

養殖研究所 1 5 7 6 19 

水産工学研究所 8 2 1 6 2 19 

さけますセンター 1 3 8 12 

開発調査センター 1 1 

栽培漁業センター 5 5 

本部 1 10 1 12 

合　　計 12 126 74 7 16 57 9 301 

表19　委員派遣（人数）

研究所等
依　　頼　　元

合計
国 都道府県

（市町村）
他の独立
行政法人

漁業関係
団体 民間 学会 大学 その他

北海道区水産研究所 7 2 10 4 2 25 

東北区水産研究所 9 5 5 7 3 1 8 38 

中央水産研究所 18 21 5 15 33 6 98 

日本海区水産研究所 6 12 3 5 3 29 

遠洋水産研究所 1 1 6 1 1 10 

瀬戸内海区水産研究所 5 1 4 16  1 27 

西海区水産研究所 6 10 3 1 16  1 37 

養殖研究所 3 7 4 2 26 1 43 

水産工学研究所 2 17 5 41 10 　 1 76 

さけますセンター 1 1 2 

開発調査センター 4 4 

栽培漁業センター 3 8 2 2 11 1 27 

本部 6 3 1 3 13 1 27 

合　　計 67 87 38 33 180 20 9 9 443 
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第3　予算（人件費の見積を含む。），収支計画
及び資金計画（決算）

 決算概要

•収入は，政府外受託収入の増（2億13百万円），
漁獲物売払い収入の減（3億92百万円）等によ
り，合計で予算額に対して決算額が1億78百万
円の減となりました。

•支出は，政府外受託支出の増（2億13百万円），
開発勘定の漁獲物売却収入等が減少したための
業務の見直しに伴う支出減（6億58百万円）及
び，予定よりも退職者が少なかった等による人
件費の支出減（3億63百万円）などにより，合
計で予算額に対して決算額が9億71百万円の減
となりました。

１　経費（受託経費及び一般管理費）節減に係る取

り組み

•運営費交付金による事業については，非公務員
化及びさけ・ます資源管理センターとの統合に
伴う組織・業務の見直しを行い，一般管理及び
業務経費の2％を勧告の方向性を踏まえた効率
化減をした上で，一般管理費は対前年度比3
％，業務経費については対前年度比1％の削減

を目標に，管理部門の統合や業務経費の重点化
等により，一般管理費9.1％，業務経費2.3％の
削減を行いました。

•人件費についても計画的な削減を行うため，
「行政改革の重要方針（平成17年12月24日閣議
決定）」を踏まえた第2期中期目標期間におけ
る人員計画を策定し，対前年度比（退職金等を
除く）1.0％の削減を行いました。

•統合メリットを生かし，水研センター全体とし
て業務運営に適合した管理部門を整理し，効率
化を推進するとともに一般管理費等の支出を抑
制し，業務運営の効率化に努めました。

•随意契約により実施している業務については，
国における取り組みを踏まえ，一般競争入札の
範囲の拡大や随意契約実施内容をホームページ
で公表するなど，適切に対応しています。

2　施設整備計画

• 第2期中期計画中の施設整備5ヵ年計画に基
づき，水産工学研究所における干潟環境実験設
備新設その他工事を含め，本年度整備計画8案
件全て計画通りに完工しました。

表20　平成18年度決算

区　　分
センター全体 試験研究・技術開発勘定 海洋水産資源開発勘定

予算額
（円）

決算額
（円）

差額
（円）

予算額
（円）

決算額
（円）

差額
（円）

予算額
（円）

決算額
（円）

差額
（円）

収入

　運営費交付金 17,396,000,000 17,396,991,000 991,000 14,480,000,000 14,480,673,000 673,000 2,916,000,000 2,916,318,000 318,000

　施設整備費補助金 1,607,000,000 1,606,246,692 ▲ 753,308 1,607,000,000 1,606,246,692 ▲ 753,308 － － －

　受託収入 4,886,000,000 5,099,912,725 213,912,725 4,886,000,000 5,099,912,725 213,912,725 － － －

　諸収入 2,335,000,000 1,942,296,687 ▲ 392,703,313 17,000,000 49,894,972 32,894,972 2,318,000,000 1,892,401,715 ▲ 425,598,285

計 26,224,000,000 26,045,447,104 ▲ 178,552,896 20,990,000,000 21,236,727,389 246,727,389 5,234,000,000 4,808,719,715 ▲ 425,280,285

支出

　一般管理費 1,098,000,000 534,981,941 563,018,059 975,000,000 465,155,216 509,844,784 123,000,000 69,826,725 53,173,275

　業務経費 9,145,000,000 8,887,117,506 257,882,494 4,357,000,000 4,757,451,229 ▲ 400,451,229 4,788,000,000 4,129,666,277 658,333,723

　　研究開発等経費 4,357,000,000 4,757,451,229 ▲ 400,451,229 4,357,000,000 4,757,451,229 ▲ 400,451,229 － － －

　　開発調査経費 4,788,000,000 4,129,666,277 658,333,723 － － － 4,788,000,000 4,129,666,277 658,333,723

　施設整備費 1,607,000,000 1,606,246,692 753,308 1,607,000,000 1,606,246,692 753,308 － － －

　受託経費 4,886,000,000 5,099,912,725 ▲ 213,912,725 4,886,000,000 5,099,912,725 ▲ 213,912,725 － － －

　人件費 9,488,000,000 9,124,600,224 363,399,776 9,165,000,000 8,859,702,739 305,297,261 323,000,000 264,897,485 58,102,515

計 26,224,000,000 25,252,859,088 971,140,912 20,990,000,000 20,788,468,601 201,531,399 5,234,000,000 4,464,390,487 769,609,513
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表21　平成18年度収支計画（決算）

区　　分
センター全体 試験研究・技術開発勘定 海洋水産資源開発勘定

予算額
（円）

決算額
（円）

差額
（円）

予算額
（円）

決算額
（円）

差額
（円）

予算額
（円）

決算額
（円）

差額
（円）

費用の部 24,494,000,000 23,732,086,825 ▲ 761,913,175 19,273,000,000 19,266,021,401 ▲ 6,978,599 5,221,000,000 4,466,065,424 ▲ 754,934,576

　経常費用 24,494,000,000 23,720,926,254 ▲ 773,073,746 19,273,000,000 19,257,921,725 ▲ 15,078,275 5,221,000,000 4,463,004,529 ▲ 757,995,471

　　一般管理費 988,000,000 500,172,220 ▲ 487,827,780 865,000,000 430,829,421 ▲ 434,170,579 123,000,000 69,342,799 ▲ 53,657,201

　　業務経費 8,618,000,000 8,583,562,456 ▲ 34,437,544 3,864,000,000 4,469,052,077 605,052,077 4,754,000,000 4,114,510,379 ▲ 639,489,621

　　　研究開発等経費 3,864,000,000 4,469,052,077 605,052,077 3,864,000,000 4,469,052,077 605,052,077 － － －

　　　開発調査経費 4,754,000,000 4,114,510,379 ▲ 639,489,621 － － － 4,754,000,000 4,114,510,379 ▲ 639,489,621

　　受託業務費 4,886,000,000 4,917,318,114 31,318,114 4,886,000,000 4,917,318,114 31,318,114 － － －

　　人件費 9,488,000,000 9,124,600,224 ▲ 363,399,776 9,165,000,000 8,859,702,739 ▲ 305,297,261 323,000,000 264,897,485 ▲ 58,102,515

　　減価償却費 514,000,000 595,273,240 81,273,240 493,000,000 581,019,374 88,019,374 21,000,000 14,253,866 ▲ 6,746,134

　財務費用 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　臨時損失 0 11,160,571 11,160,571 0 8,099,676 8,099,676 0 3,060,895 3,060,895

収益の部 24,494,000,000 23,657,156,474 ▲ 836,843,526 19,273,000,000 19,193,343,949 ▲ 79,656,051 5,221,000,000 4,463,812,525 ▲ 757,187,475

　運営費交付金収益 16,762,000,000 16,094,765,755 ▲ 667,234,245 13,877,000,000 13,536,280,357 ▲ 340,719,643 2,885,000,000 2,558,485,398 ▲ 326,514,602

　受託収入 4,886,000,000 5,099,912,725 213,912,725 4,886,000,000 5,099,912,725 213,912,725 － － －

　自己収入 2,335,000,000 1,931,847,722 ▲ 403,152,278 17,000,000 48,596,315 31,596,315 2,318,000,000 1,883,251,407 ▲ 434,748,593

　資産見返運営費交付金戻入 398,000,000 370,854,534 ▲ 27,145,466 385,000,000 364,718,506 ▲ 20,281,494 13,000,000 6,136,028 ▲ 6,863,972

　資産見返承継受贈額戻入 99,000,000 69,864,248 ▲ 29,135,752 99,000,000 69,864,248 ▲ 29,135,752 － － －

　資産見返寄付金戻入 9,000,000 10,250,209 1,250,209 9,000,000 10,250,209 1,250,209 － － －

　資産見返補助金等戻入 5,000,000 6,789,384 1,789,384 － － － 5,000,000 6,789,384 1,789,384

　寄付金収益 0 7,483,907 7,483,907 0 7,483,907 7,483,907 － － －

　財務収益 0 9,238,965 9,238,965 0 88,657 88,657 0 9,150,308 9,150,308

　臨時利益 0 56,149,025 56,149,025 0 56,149,025 56,149,025 0 0 0

純損失 0 74,930,351 74,930,351 0 72,677,452 72,677,452 0 2,252,899 2,252,899

前中期目標期間繰越積立金取崩額 － 241,963,681 241,963,681 － 239,710,782 239,710,782 － 2,252,899 2,252,899

目的積立金取崩額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総利益 0 167,033,330 167,033,330 0 167,033,330 167,033,330 0 0 0

表22　平成18年度資金計画

区　　分
センター全体 試験研究・技術開発勘定 海洋水産資源開発勘定

予算額
（円）

決算額
（円）

差額
（円）

予算額
（円）

決算額
（円）

差額
（円）

予算額
（円）

決算額
（円）

差額
（円）

資金支出 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　業務活動による支出 23,980,000,000 25,268,691,408 ▲ 1,288,691,408 18,780,000,000 20,090,589,660 ▲ 1,310,589,660 5,200,000,000 5,178,101,748 21,898,252

　投資活動による支出 4,044,000,000 3,991,694,924 52,305,076 2,210,000,000 1,881,521,441 328,478,559 1,834,000,000 2,110,173,483 ▲ 276,173,483

　財務活動による支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　次年度への繰越金 400,000,000 2,487,736,613 ▲ 2,087,736,613 0 1,572,241,606 ▲ 1,572,241,606 400,000,000 915,495,007 ▲ 515,495,007

計 28,424,000,000 31,748,122,945 ▲ 3,324,122,945 20,990,000,000 23,544,352,707 ▲ 2,554,352,707 7,434,000,000 8,203,770,238 ▲ 769,770,238

資金収入          

　業務活動による収入 24,617,000,000 24,375,931,555 ▲ 241,068,445 19,383,000,000 19,622,758,046 239,758,046 5,234,000,000 4,753,173,509 ▲ 480,826,491

　　運営費交付金による収入 17,396,000,000 17,396,991,000 991,000 14,480,000,000 14,480,673,000 673,000 2,916,000,000 2,916,318,000 318,000

　　受託収入 4,886,000,000 5,100,305,451 214,305,451 4,886,000,000 5,100,305,451 214,305,451 － － －

　　自己収入 2,335,000,000 1,878,635,104 ▲ 456,364,896 17,000,000 41,779,595 24,779,595 2,318,000,000 1,836,855,509 ▲ 481,144,491

　投資活動による収入 3,407,000,000 4,241,860,716 834,860,716 1,607,000,000 2,441,302,716 834,302,716 1,800,000,000 1,800,558,000 558,000

　　施設整備費補助金による収入 1,607,000,000 1,340,311,566 ▲ 266,688,434 1,607,000,000 1,340,311,566 ▲ 266,688,434 － － －

　　投資有価証券の償還による収入 1,800,000,000 2,900,000,000 1,100,000,000 0 1,100,000,000 1,100,000,000 1,800,000,000 1,800,000,000 0

　　その他の収入 0 1,549,150 1,549,150 0 991,150 991,150 0 558,000 558,000

　財務活動による収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　統合による資金増加額 － 381,581,595 381,581,595 － 381,581,595 381,581,595 － － －

　前年度よりの繰越金 400,000,000 2,748,749,079 2,348,749,079 0 1,098,710,350 1,098,710,350 400,000,000 1,650,038,729 1,250,038,729

計 28,424,000,000 31,748,122,945 3,324,122,945 20,990,000,000 23,544,352,707 2,554,352,707 7,434,000,000 8,203,770,238 769,770,238
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内　　　容 予定額
（円）

決算額
（円）

差額
（円）

干潟環境実験設備新設その他工事
（水産工学研究所） 196,000,000 196,137,636 137,636

閉鎖循環飼育棟新築その他工事
（屋島栽培漁業センター） 299,000,000 298,628,783 ▲ 371,217

系群保全施設等更新工事
（さけますセンター千歳事業所） 250,000,000 218,392,010 ▲ 31,607,990

餌料培養棟更新その他工事
（宮古栽培漁業センター） 308,000,000 307,925,467 ▲ 74,533

実験池改修その他工事
（瀬戸内海区水産研究所百島実験施設） 230,000,000 230,355,333 355,333

魚類成熟生理実験設備新設その他工事
（養殖研究所） 77,000,000 76,883,340 ▲ 116,660

排水処理施設新設その他工事
（西海区水産研究所八重山栽培技術開発センター） 124,000,000 123,705,380 ▲ 294,620

種苗量産水槽上屋更新その他工事
（能登島栽培漁業センター） 123,000,000 154,218,743 31,218,743

　 　 　 　

計 1,607,000,000 1,606,246,692 ▲ 753,308

表23　平成18年度施設整備計画（決算）



─ 51 ─

第4　その他主務省令で定める業務運営に関す
る事項

１　施設及び船舶整備に関する計画

•本部で調査船体制の構築に関する検討チームを
立ち上げ，その一環として陽光丸の代船建造に
関する検討を行いました。　

2　職員の人事に関する計画

　⑴　人員計画等

　人員計画については，本部に人事課を新設
し，水研センター全体を見通した柔軟な組織運
営を行えるようにしました。また，さけますセ
ンター組織については，管理部門を本部に統合
し，業務部門は日本海区水産研究所や東北区水
産研究所に調査普及課を新設し移行させるなど
人件費の効率化を図り，組織の見直しを行いま
した。

　⑵　人材の確保

　人材の確保としては，優れた人材の確保に努
め，本年度は公務員試験制度の活用により一般
職員Ⅱ種3名，研究職員Ⅰ種4名，選考採用に
より一般職員1名，研究職員2名，調査技術職
員1名を採用したほか，任期付き研究員6名を
採用しました。

3　積立金の処分に関する事項

　　　該当ありません。

4　情報の公開と保護

　　水研センターに情報公開請求のあった件につい
ては規定等に基づき適切に開示しました。また，
大学等に情報公開請求のあった案件で，当センタ
ーに関する研究やデータ等の公開に関する問い合
わせにも適切に対応しました。

5　環境・安全管理の推進

•18年9月にセンターの環境配慮活動を取りまと
めた「環境報告書2006」を作成し，公表しまし
た。　

•労働安全衛生法に基づき本部及び研究所等に，
労使の代表者で構成される安全衛生委員会を設
置し，職場の安全衛生の点検・確保に努めまし
た。また職員健康診断，特別健康診断や個別健
康相談等を適宜実施しました。

その他（中期計画に記載された事項以外の業績）

　「海面養殖魚におけるマラカイトグリーン及びロ

イコマラカイトグリーンの残留に対する緊急対応
について」

　　１　経過
　農林水産省（消費・安全局）は，18年11月30
日から食品衛生法に基づくマラカイトグリーン

（MG）及びロイコマラカイトグリーン（LMG）
の残留規制が強化されることを踏まえ，海面養
殖魚の生産段階での適切なリスク管理に資する
ため，養魚用飼料中のMG及びLMGの分析方法
を開発するとともに，海面養殖魚，養殖魚用飼
料に対するMG及びLMGの含有実態調査を実施
しました。
  その結果，一部の海面養殖魚の魚体からLMG
が検出され，その魚体が給与された特定の飼料
製造業者の飼料からMG及びLMGが検出され，

（独）肥飼料検査所が中国産魚粉の輸入業者等を
調査したところ，当該魚粉の輸入業者を含め2
輸入業者が輸入した中国産魚粉からMG及び
LMGの混入が確認されました。
  このことから農林水産省は，魚粉及び魚粉を
原料とする飼料へのMG及びLMGの混入を防止
するため，飼料製造業者等の関係者に対して，
中国産魚粉にMG及びLMGが含まれていないこ
とを確認する等の品質管理の徹底を指導すると
ともに，飼料を通じたMG及びLMGの養殖魚等
への移行・残留試験を早急に実施し，MG及び
LMGの水産物等への残留メカニズムを緊急に
解明する必要に迫られました。これらの経過を
受けて，水研センターでは，農林水産省に協力
し，緊急対応として以下の取り組みを行いまし
た。

　　２　水研センターとしての取り組み
　　　1　連絡・研究体制の構築

　　MG及びLMGの養殖用飼料への混入及び養
殖魚での残留問題に対応するため，本部業務
企画部を窓口に，養殖研究所，中央水産研究
所，瀬戸内海区水産研究所での連絡・検討体
制を構築し，農林水産省の実態調査等の結果
解析について助言を行いました。

　　　2　早急な試験方法の検討
　　平成18年度中に試験を開始して結果を得る

ため，早急に試験法を確立しました。また，
飼料から魚体への移行はLMGが主体である
ことを解明しました。

3　農林水産省研究高度化事業（リスク管理
型）の実施

　　農林水産省ではMG及びLMGの養殖魚への



─ 52 ─

移行・蓄積・消長のメカニズムを解明するこ
ととし，平成18年度先端技術を活用した農林
水産研究高度化事業（リスク管理型）を期中
に募集し，水研センターが採択され，早急に

試験を開始しています。
　以上のような取り組みで，製品の品質管理徹底等，
農林水産省のリスク管理に貢献しました。
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2．資　　　料

⑴　論文一覧
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2．中田和義，水田浩之，川井唯史，伊藤　博，五嶋聖治，2006：ホソメコンブに見られる植食性小型巻貝4種に

よる摂餌痕跡．水産増殖，54，2，217-224．
3．中田和義，水田浩之，川井唯史，伊藤　博，五嶋聖治，2006：植食性小型巻貝によるホソメコンブの摂餌に及

ぼす水温の影響．水産増殖，54，3，375-381．
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6．澤口小有美，大久保伸幸，松原孝博，2006：Identification of two forms of vitellogenin-derived phosvitin and 

elucidation of their fate and roles during oocyte maturation in barfin flounder, Verasper moseri．Zoological 
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410．浦和茂彦，2006：原虫性疾病，水産大百科事典，pp．337-338．
411．三輪　理，2006：環境性疾病，水産大百科事典，pp．339-340．
412．佐野元彦，2006：化学療法剤，水産大百科事典，pp．341-343．
413．乙武　充，2006：ワクチン，水産大百科事典，pp．343-344．
414．乙武　充，2006：免疫賦活剤，水産大百科事典，pp．344-345．
415．飯田貴次，2006：薬事法，水産大百科事典，pp．347-349．
416．阿保勝之，2006：物理学的環境，水産大百科事典，pp．349-350．
417．坂見知子，2006：化学・微生物学的環境，水産大百科事典，pp．350-351．
418．横山　壽，2006：生物学的環境，水産大百科事典，pp．351-352．
419．日向野純也，2006：貝類，水産大百科事典，pp．354-355．
420．村岡大祐，2006：藻類，水産大百科事典，pp．355-356．
421．横山　壽，2006：環境評価・指標・基準，水産大百科事典，pp．356-358．
422．平川和正，2006：有機物負荷削減対策，水産大百科事典，pp．359-360．
423．荒木和男，2006：魚類，水産大百科事典，pp．361-362．
424．小林正裕，2006：貝類，水産大百科事典，pp．363-363．
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425．岡内正典，2006：藻類，水産大百科事典，pp．363-364．
426．原　素之，2006：選抜育種，水産大百科事典，pp．364-365．
427．名古屋博之，2006：細胞工学を利用した育種，水産大百科事典，pp．366-368．
428．荒木和男，2006：ゲノム情報を用いた育種，水産大百科事典，pp．368-369．
429．岡本裕之，2006：育種種苗の安全性評価，水産大百科事典，pp．369-371．
430．岡内正典，2006：育種素材の保存，水産大百科事典，pp．371-372．
431．正岡哲治，2006：遺伝子組換え生物等規制法の概説，水産大百科事典，pp．372-373．
432．入江隆彦，2006：水産資源への関わり方，水産大百科事典，pp．377-383．
433．大関芳沖，2006：調査法，水産大百科事典，pp．384-388．
434．赤嶺達郎，2006：Russellの方程式，水産大百科事典，pp．389-389．
435．赤嶺達郎，2006：余剰生産モデル，水産大百科事典，pp．389-390．
436．赤嶺達郎，2006：成長・生残モデル，水産大百科事典，pp．390-393．
437．檜山義明，2006：漁獲統計の解析，水産大百科事典，pp．397-399．
438．浅野謙治，2006：直接推定法，水産大百科事典，pp．399-403．
439．赤嶺達郎，2006：標識放流，水産大百科事典，pp．403-405．
440．平井光行，2006：漁海況予報，水産大百科事典，pp．407-409．
441．谷津明彦，2006：長期変動，水産大百科事典，pp．409-414．
442．檜山義明，2006：資源管理の考え方と手法，水産大百科事典，pp．415-418．
443．福田雅明，2006：資源増殖の目的，水産大百科事典，pp．425-427．
444．有元　操，2006：種苗生産，水産大百科事典，pp．427-430．
445．栗田　豊，2006：環境収容力，水産大百科事典，pp．430-432．
446．大河内裕之，2006：放流効果，水産大百科事典，pp．432-435．
447．丸山敬悟，2006：栽培漁業の実例，水産大百科事典，pp．435-438．
448．岡慎一郎，2006：マングローブ水域，水産大百科事典，pp．447-448．
449．阿部信一郎，2006：河川，水産大百科事典，pp．448-450．
450．坂野博之，2006：湖沼，水産大百科事典，pp．450-451．
451．武内智行，2006：養殖場，水産大百科事典，pp．454-455．
452．高木儀昌，2006：人工魚礁，水産大百科事典，pp．455-457．
453．森口朗彦，2006：その他の漁場施設，水産大百科事典，pp．457-459．
454．坪田幸雄，2006：漁港施設，水産大百科事典，pp．459-461．
455．杜多　哲，2006：赤潮・貝毒，水産大百科事典，pp．469-470．
456．田中勝久，2006：浮泥，水産大百科事典，pp．471-472．
457．有馬郷司，2006：有害化学物質　総論，水産大百科事典，pp．472-473.
458．藤井一則，2006：内分泌攪乱物質，水産大百科事典，pp．473-473．
459．田中博之，2006：ダイオキシン類，水産大百科事典，pp．473-474．
460．河野久美子，2006：有機スズ化合物，水産大百科事典，pp．474-474．
461．田中博之，2006：PCBおよび有機塩素系農薬，水産大百科事典，pp．474-475．
462．角埜　彰，2006：PAH，水産大百科事典，pp．475-475．
463．角埜　彰，2006：流出油，廃油ボール，水産大百科事典，pp．477-478．
464．市橋秀樹，2006：水銀，水産大百科事典，pp．478-478．
465．市橋秀樹，2006：重金属元素，水産大百科事典，pp．478-479．
466．皆川昌幸，2006：放射性核種，水産大百科事典，pp．479-479．
467．片野　修，2006：生態系・生物多様性への影響　総論，水産大百科事典，pp．480-480．
468．片野　修，2006：希少種（内水面），水産大百科事典，pp．484-485．
469．片野　修，2006：外来生物（内水面），水産大百科事典，pp．485-487．
470．生田和正，2006：酸性雨と内水面系生態系，水産大百科事典，pp．488-490．
471．中村義治，2006：環境と生物の機能評価，水産大百科事典，pp．490-498．
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472．武内智行，2006：養殖場，水産大百科事典，pp．500-502．
473．高木儀昌，2006：魚礁造成，水産大百科事典，pp．504-507．
474．明田定満，2006：覆砂、浚渫、耕耘、海水交換，水産大百科事典，pp．511-512．
475．内田基晴，2006：微生物などによる環境修復技術，水産大百科事典，pp．512-513．
476．井口恵一郎，2006：レクリエーション，水産大百科事典，pp．517-518．
477．井口恵一郎，2006：海面遊漁，水産大百科事典，pp．519-520．
478．井口恵一郎，2006：内水面遊漁，水産大百科事典，pp．521-522．
479．清水昭男，2006：魚介類の一般的構造，水産大百科事典，pp．529-531．
480．清水昭男，2006：魚介類筋肉の組織学的特徴，水産大百科事典，pp．531-533．
481．中村弘二，2006：魚介類の一般的成分の特徴，水産大百科事典，pp．536-540．
482．村田昌一，2006：藻類の一般的成分の特徴，水産大百科事典，pp．540-544．
483．中村弘二，2006：魚介類の一般的成分の変動要因，水産大百科事典，pp．544-551．
484．福田　裕，2006：タンパク質，水産大百科事典，pp．551-554．
485．齋籐洋昭，2006：脂質，水産大百科事典，pp．554-560．
486．宇田川美穂，2006：ビタミン，水産大百科事典，pp．560-562．
487．池田和夫，2006：微量成分，水産大百科事典，pp．562-565．
488．村田裕子，2006：エキス成分・呈味成分，水産大百科事典，pp．565-567．
489．中村弘二，2006：色素，水産大百科事典，pp．570-572．
490．里見正隆，2006：発酵食品，水産大百科事典，pp．584-586．
491．金庭正樹，2006：缶・ビン詰，レトルト食品，水産大百科事典，pp．590-592．
492．石田典子，2006：食品添加物・抗生物質，水産大百科事典，pp．593-596．
493．石原賢司，2006：ワカメ加工品，水産大百科事典，pp．597-598．
494．村田昌一，2006：コンブ加工品，水産大百科事典，pp．598-599．
495．齋籐洋昭，2006：脂質，水産大百科事典，pp．602-603．
496．村田昌一，2006：キチン・キトサン，水産大百科事典，pp．603-605．
497．村田昌一，2006：海藻の多糖類，水産大百科事典，pp．605-606．
498．山下倫明，2006：プロタミン，水産大百科事典，pp．606-606．
499．村田裕子，2006：エキス，水産大百科事典，pp．607-608．
500．大村裕治，2006：コラーゲン，水産大百科事典，pp．609-609．
501．村田裕子，2006：コンドロイチン硫酸，水産大百科事典，pp．610-610．
502．大原一郎，2006：その他，水産大百科事典，pp．611-611．
503．横山雅仁，2006：フィッシュミール，水産大百科事典，pp．612-614．
504．横山雅仁，2006：水産油脂，水産大百科事典，pp．614-615．
505．金庭正樹，2006：その他，水産大百科事典，pp．615-616．
506．齋籐洋昭，2006：乾製品の油焼け，水産大百科事典，pp．616-617．
507．大村裕治，2006：イカ褐変，水産大百科事典，pp．620-621．
508．福田　裕，2006：原料処理機械，水産大百科事典，pp．622-623．
509．福田　裕，2006：冷凍・冷蔵・解凍機器，水産大百科事典，pp．623-625．
510．福田　裕，2006：ねり製品製造機械，水産大百科事典，pp．625-626．
511．里見正隆，2006：発酵食品，水産大百科事典，pp．626-627．
512．石田典子，2006：塩蔵・乾製品・くん製品（鰹節），水産大百科事典，pp．627-629．
513．金庭正樹，2006：缶・びん詰，レトルト食品，水産大百科事典，pp．629-630．
514．山下倫明，2006：バイオテクノロジーの利用，水産大百科事典，pp．632-634．
515．岡崎恵美子，2006：死後変化の特徴，水産大百科事典，pp．637-641．
516．岡崎恵美子，2006：鮮度判定法，水産大百科事典，pp．641-643．
517．岡崎恵美子，2006：死後変化などの制御による魚介類の高品質化，水産大百科事典，pp．643-646．
518．福田　裕，2006：高鮮度保持技術，水産大百科事典，pp．646-649．
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519．福田　裕，2006：加熱・冷凍などによる変性とその制御，水産大百科事典，pp．650-653．
520．山下倫明，2006：やけ肉，水産大百科事典，pp．653-654．
521．山下倫明，2006：魚介類プロテアーゼおよびインヒビターの特徴，水産大百科事典，pp．654-655．
522．齋籐洋昭，2006：脂質酸化とその防止，水産大百科事典，pp．658-665．
523．中村弘二，2006：肉食・体色の変化，水産大百科事典，pp．666-669．
524．矢野　豊，2006：食中毒菌の特性と防除技術，水産大百科事典，pp．670-672．
525．及川　寛，2006：魚介類毒，水産大百科事典，pp．672-675．
526．矢野　豊，2006：水産物のHACCP，水産大百科事典，pp．675-678．
527．石原賢司，2006：アレルゲン，水産大百科事典，pp．679-681．
528．山下由美子，2006：化学物質による魚介類の汚染，水産大百科事典，pp．681-684．
529．岡崎恵美子，2006：超高圧技術，水産大百科事典，pp．687-690．
530．福田　裕，2006：ジュール加熱，水産大百科事典，pp．691-692．
531．中村弘二，2006：超臨海ガス，水産大百科事典，pp．692-693．
532．中村弘二，2006：エクストルーダ，水産大百科事典，pp．693-694．
533．岡崎恵美子，2006：非破壊分析，水産大百科事典，pp．694-698．
534．村田裕子，2006：バイオセンサー，水産大百科事典，pp．698-702．
535．岡崎恵美子，2006：物性評価技術，水産大百科事典，pp．702-707．
536．中西　孝，2006：（水産経済）概論，水産大百科事典，pp．737-738．
537．中西　孝，2006：漁業生産，水産大百科事典，pp．739-740．
538．大谷　誠，2006：漁業労働，水産大百科事典，pp．740-742．
539．三木克弘，2006：漁業経営，水産大百科事典，pp．742-744．
540．樽井義和，2006：流通，消費，加工，水産大百科事典，pp．744-746．
541．三木克弘，2006：協同組合と金融，水産大百科事典，pp．746-749．
542．玉置泰司，2006：水産業・漁村の有する多面的機能と漁村の活性化，水産大百科事典，pp．749-751．
543．中野　広，2006：水産教育・試験研究機関，水産大百科事典，pp．752-764．
544．岡本　勝，2006：国際協力，水産大百科事典，pp．764-768．
545．鈴木敏之，2007：下痢性貝毒のモニタリング．水産学シリーズ「貝毒研究の最先端－現状と展望」，153，

30-42．
546．山田　久，2006：１．汚染実態と水性生物影響の概要，環境ホルモン，pp．1-18．
547．生田和正，2006：魚類の産卵・回遊行動に及ぼす影響と作用機構，環境ホルモン，pp．143-155．
548．大久保信幸，2006：ビテロジェニンによる影響評価，環境ホルモン，pp．65-75．
549．牧野光琢，2007：水産資源管理の理論と事例，生態環境リスクマジメントの基礎（オーム社），pp．

141-155．
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⑵　公表されるべき事項
独立行政法人水産総合研究センターの役職員の報酬・給与等について

Ⅰ　役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　　①　平成18年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　　②　役員報酬基準の改定内容
　　　理事長　

　　　理　事　

　　　監　事　

2　役員の報酬等の支給状況

役　名 平成18年度年間報酬等の総額 就任・退任の状況
報酬（給与） 賞　与 その他（内容） 就　任 退　任

理事長
千円 千円 千円 千円

1,192 （地域手当）
17,334 10,836 4,786 520 （通勤手当）

理　事
（５人）

千円 千円 千円 千円
5,353 （地域手当）

74,229 47,780 19,739 1,357 （通勤手当） 8月1日 1名 7月31日 1名

監　事
（２人）

千円 千円 千円 千円
1,805 （地域手当）

26,325 16,410 7,303 807 （通勤手当） 7月1日 1名 6月30日 1名
注：「地域手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものである。

　中期目標に定められた業務について、中期計画に沿った年度計画が順調に達成され独立行政法人評
価委員会による平成17年度及び第１期中期目標期間の総合評価がＡ評価であったことを踏まえ、役員
報酬の増減は行わなかった。

一般職の職員の給与に関する法律（給与法）に準拠し、以下の改定を行った。
①　俸給月額を6.6％引き下げ（17年度から引き続き在職する役員については、給与法に準拠し、

17年度給与水準の現給保障を実施）
②　民間賃金の地域間格差が反映されるよう、現行の調整手当（支給率10％）を廃止し、地域手

当（12％）を新設（平成18年度の支給率は給与法に準拠した段階的実施により11％）

一般職の職員の給与に関する法律（給与法）に準拠し、以下の改定を行った。
①　俸給月額を6.6％引き下げ（17年度から引き続き在職する役員については、給与法に準拠し、

17年度給与水準の現給保障を実施）
②　民間賃金の地域間格差が反映されるよう、現行の調整手当（支給率10％）を廃止し、地域手当
（12％）を新設（平成18年度の支給率は給与法に準拠した段階的実施により11％）

一般職の職員の給与に関する法律（給与法）に準拠し、以下の改定を行った。
①　俸給月額を6.6％引き下げ（17年度から引き続き在職する役員については、給与法に準拠し、

17年度給与水準の現給保障を実施）
②　民間賃金の地域間格差が反映されるよう、現行の調整手当（支給率10％）を廃止し、地域手当
（12％）を新設（平成18年度の支給率は給与法に準拠した段階的実施により11％）
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3　役員の退職手当の支給状況（平成18年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区　分 支給額（総額） 法人での在職期間 退職年月日 業績勘案率 摘　　要

理事長
千円 年 月

該当者なし

理　事
千円 年 月

該当者なし

監　事
千円 年 月

該当者なし

Ⅱ　職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　　①　人件費管理の基本方針

　　②　職員給与決定の基本方針
　　　ア　給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　　　イ　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

　　　〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕
給与種目 制度の内容

俸給：昇給 　毎年１月１日に、同日前１年間におけるその者の勤務成績に応じて行う。5段階の勤務成績
の区分ごとの昇給号俸数は、Ａ（極めて良好）で8号俸以上、Ｂ（特に良好）で6号俸、Ｃ

（良好）で4号俸、Ｄ（やや良好でない）で2号俸、Ｅ（良好でない）は昇給なし。ただし、
管理職層は、Ｃ（良好）を3号俸昇給に抑制。さらに、研究開発職員俸給表の適用職員にあっ
ては、顕著な研究業績を挙げたと認められる場合等には、特別な昇給を実施することができ
る。

賞与：勤勉手当
（査定分）

　職員の勤務成績に応じ、145／100（特定幹部職員にあっては、185／100）を超えない範囲内
において成績率を決定し、俸給等の月額にこれを乗ずることにより勤勉手当を支給。

　　　ウ　平成18年度における給与制度の主な改正点

第2期中期計画における職員の人事に関する計画に基づき、各業務部門間での人事の交流を含む適切
な職員の配置により、業務運営の効率的、効果的な推進を行い、中期計画の人件費の見積りの範囲内
で人件費の管理を行っている。

　独立行政法人通則法第63条第3項に基づき、一般職の職員の給与に関する法律の適用を受ける国
家公務員の給与、民間企業の従業員の給与、業務の実績及び基本方針その他の事情を考慮し決定し
ている。

　職員の勤務成績等に応じて、昇給及び勤勉手当の成績率の決定を行っている。

一般職の職員の給与に関する法律に準拠し、主に以下の改定を行った。
①　全俸給表の俸給月額を平均4.8％引き下げ（17年度から引き続き在職する職員については、17

年度給与水準の現給保障を実施）
②　きめ細かい勤務成績の反映を行うため、現行の号俸を4分割するとともに、当該勤務成績に応

じた5段階の昇給区分を設けた昇給制度を導入。
③　民間賃金の地域間格差が反映されるよう、現行の調整手当（横浜市の支給率10％）を廃止し、

地域手当（同支給率12％）を新設。（平成18年度の支給率は､段階的実施により11％）
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2　職員給与の支給状況

　　①　職種別支給状況

区　　分 人　員 平均年齢
平成18年度の年間給与額（平均）

総　額 うち所定内 うち賞与うち通勤手当

常勤職員
人 歳 千円 千円 千円 千円

884 43.2 7,496 5,522 92 1,974 

事務・技術
人 歳 千円 千円 千円 千円

261 40.7 6,218 4,576 104 1,642 

研究職種
人 歳 千円 千円 千円 千円

481 45.3 8,487 6,259 112 2,228 

船舶職員（一）
人 歳 千円 千円 千円 千円

56 45.3 7,891 5,776 3 2,115 

船舶職員（二）
人 歳 千円 千円 千円 千円

86 37.5 5,575 4,107 0 1,468 
注：代表的職種以外の職種の説明

船舶職員（一）：一般職の職員の給与に関する法律別表第５イ海事職（一）に相当する職種であり、
調査船に乗り組む士官で、調査船運航業務及び乗船調査員の調査補助業務等を行う。

船舶職員（二）：一般職の職員の給与に関する法律別表第５ロ海事職（二）に相当する職種であり、
調査船に乗り組む部員で、調査船運航業務及び乗船調査員の調査補助業務等を行う。

在外職員
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

任期付職員
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 34.5 6,259 4,881 83 1,378 

事務・技術
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

研究職種
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 34.5 6,259 4,881 83 1,378 

再任用職員
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

事務・技術
人 歳 千円 千円 千円 千円

研究職種
人 歳 千円 千円 千円 千円

非常勤職員
人 歳 千円 千円 千円 千円

66 46.7 3,136 3,136 126 0 

事務・技術
人 歳 千円 千円 千円 千円

66 46.7 3,136 3,136 126 0 

研究職種
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注2：在外職員については、該当者が1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることか

ら、人数以外は記載していない。
　上記区分中における、「医療職種（病院医師）」、「医療職種（病院看護師）」及び｢教育職種（高等専門

学校教員）」の各職種については、該当がないため省略した。
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②　年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、
⑤まで同じ。〕

　　　（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ 人　員 平均年齢
四分位

平　均
四分位

第１分位 第３分位

本部課長

人 歳 千円 千円 千円

7 49.9 8,297 9,256 9,757 
本部係員 19 27.8 2,946 3,651 4,236 

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。
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年間給与の分布状況（研究職員）

注： 年齢24～27歳の該当者は2人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあること
から、平均給与額及び第1・3四分位については表示していない。

　　　（研究職員）

分布状況を示すグループ 人　員 平均年齢 四分位 平　均 四分位
第１分位 第３分位

人 歳 千円 千円 千円
本部研究課長 17 49.3 9,043 9,757 10,316 
主任研究員 189 43.0 7,228 7,796 8,346 

研究員 110 37.4 5,057 5,622 6,011 
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③　職級別在職状況等（平成19年3月31日現在）（事務・技術職員／研究職員）

（事務・技術職員）
区　　分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

標準的な職位 係　員 係　員 係　長 係　長 課長補佐

人　　員
（割合）

人 人 人 人 人 人
261 36 36 89 55 15

（13.8%） （13.8%） （34.1%） （21.1%） （5.7%）

年　　齢
（最高～最低）

歳 歳 歳 歳 歳
29 36 56 58 59

～ ～ ～ ～ ～

21 27 31 39 48

所定内給与年額
（最高～最低）

千円 千円 千円 千円 千円
3,002 3,833 5,073 7,543 6,904 

～ ～ ～ ～ ～

1,785 2,434 2,698 4,562 5,496 

年間給与額
（最高～最低）

千円 千円 千円 千円 千円
3,858 5,013 6,830 9,710 9,373 

～ ～ ～ ～ ～

2,439 3,302 3,681 6,399 7,650 

区　　分 計 ６級 ７級 8級 9級 10級
標準的な職位 課　長 部　長 部　長 所　長 所　長

人　　員
（割合）

人 人 人 人 人 人
24 5 1 0 0

（9.2%） （1.9%） （0.4%） （0.0%） （0.0%）

年　　齢
（最高～最低）

歳 歳 歳 歳 歳
58 59

～ ～ ～ ～ ～

40 53

所定内給与年額
（最高～最低）

千円 千円 千円 千円 千円
8,129 7,952 

～ ～ ～ ～ ～

5,327 7,356 

年間給与額
（最高～最低）

千円 千円 千円 千円 千円
10,782 10,883 

～ ～ ～ ～ ～
7,507 10,356 

注：８級における該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「年齢
　　（最高～最低）」以下の事項について記載していない。

（研究職員）
区　　分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的な職位 研究員 研究員 主任研究員 研究課長 研究部長 所　長

人　　員
（割合）

人 人 人 人 人 人 人
481 0 90 168 125 98 0

（0.0%） （18.7%） （34.9%） （26.0%） （20.4%） （0.0%）

年　　齢
（最高～最低）

歳 歳 歳 歳 歳 歳
42 58 59 59

～ ～ ～ ～ ～ ～

25 35 42 47

所定内給与年額
（最高～最低）

千円 千円 千円 千円 千円 千円
5,043 8,146 8,230 10,439 

～ ～ ～ ～ ～ ～

2,680 4,309 5,518 6,880 

年間給与額
（最高～最低）

千円 千円 千円 千円 千円 千円
6,653 10,492 11,031 14,384 

～ ～ ～ ～ ～ ～

3,572 6,026 7,510 9,764 
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④　賞与（平成18年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）
　　（事務・技術職員）

区　　分 夏季（６月） 冬季（12月） 計

管理
職員

一律支給分（期末相当） ％
56.6

％
61.7

％
59.3

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％
43.4

％
38.3

％
40.7

最高～最低 ％
49.2～32.9

％
41.9～30.3

％
44.0～31.4

一般
職員

一律支給分（期末相当） ％
65.9

％
69.2

％
67.6

査定支給分（勤勉相当）（平均） ％
34.1

％
30.8

％
32.4

最高～最低 ％
41.8～24.7

％
33.6～28.0

％
35.9～28.1

　　（研究職員）
区　　分 夏季（６月） 冬季（12月） 計

管理
職員

一律支給分（期末相当） ％
57.3

％
60.0 

％
58.7 

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％
42.7

％
40.0 

％
41.3 

最高～最低 ％
49.8～31.8

％
44.9～29.7

％
45.1～31.1

一般
職員

一律支給分（期末相当） ％
65.6

％
69.1

％
67.5

査定支給分（勤勉相当）（平均） ％
34.4

％
30.9

％
32.5

最高～最低 ％
41.9～31.1

％
33.6～28.3

％
35.9～29.7

⑤　職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／研究職員）
　　（事務・技術職員）　　　
　　　対国家公務員（行政職（一））

98.5　

　　　対他法人（事務・技術職員）

91.6　

　　（研究職員）
　　　対国家公務員（研究職）

93.3　

　　　対他法人（研究職員）

91.3　

注：当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、すべ
ての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を100として、法人
が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出
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　　給与水準の比較指標について参考となる事項
　　　　特になし。

Ⅲ　総人件費について

区　　分 当年度
（平成18年度）

前年度
（平成17年度） 比較増△減 中期目標期間開始時

（平成18年度）からの増△減
給与、報酬等支給総額

（A）
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

7,728,857 7,729,554 △ 697 （0.0） － －

退職手当支給額
（Ｂ）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）
419,588 514,451 △ 94,863 （△ 18.4） － －

非常勤役職員等給与
（Ｃ）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）
1,066,028 1,042,741 23,287 （2.2） － －

福利厚生費
（D）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）
1,105,410 989,035 116,375 （11.8） － －

最広義人件費
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）
10,319,883 10,275,781 44,102 （0.4） － －

注：当年度の決算書の付属明細書の「報酬又は給与支給額」には、特許実施補償金3,361千円が含まれてい
るため、本表の当年度の「給与、報酬等支給総額」とは一致しない。

　　総人件費について参考となる事項

Ⅳ　法人が必要と認める事項
　特になし。

①　当年度（平成18年度）の「給与・報酬等支給総額」は、7,728,857千円（船舶予備員の人件費の
振替増を含む。）であり、前年度（平成17年度：基準年度）に対して△0.01％（船舶予備員の人件
費の振替増を除いたベースでは、△0.5％）の削減となった。

　　また、当年度の「最広義人件費」については、10,319,883千円であり、前年度に対して0.4％の
増額となった。これは、非公務員化により、当年度から新たに雇用保険及び労災保険の適用を受
けたことによる法定福利費126,370千円の増額による。

②ア　人件費については、第2期中期計画において、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣
議決定）を踏まえ、5％以上の削減（退職金及び福利厚生費（法定福利費）を除く。また、人
事院勧告を踏まえた給与改定部分を除く。）を行うとともに、国家公務員の給与構造改革を踏ま
えて、職員の給与について必要な見直しを進めることとしている。

イ　計画の進捗状況については、上記①に記載したとおりである。
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